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平谷村総合計画・総合戦略策定に当たり 

 

平谷村では、令和８年度から 17 年度（一部 12 年度）までを計画期間とする、平谷村総

合計画を策定いたしました。これは、当村の目指すべき方向性を示した、平谷村としての

最上位計画です。 

21 世紀に入り、我が国は全国的に超少子高齢社会を迎え、地方自治体の人口減少、東京

への一極集中、多発する自然災害等、様々な課題を抱えています。こうした現状に鑑み、

地球規模での温暖化対策、持続可能な社会を実現するＳＤＧｓ等の新たな価値観や次世代

技術の導入等に加え、グローバル化する経済やデジタル技術、それに伴う価値観や働き方

の改革、変動する人口構成に沿った制度改革や施設管理・財政運営、また、新型コロナウ

イルス感染症のような不測の事態にも臨機応変な対応をしていく必要があります。 

このような時代のなかで、未来の活力ある平谷村を実現するには、ここに住んでいる人

をはじめ、訪れて交流する人にとっても、魅力を実感するむらでなければなりません。 

当村は、観光に関しては、温泉、スキー場、ゴルフ場といった素材がそろっており、最

も就業者の多い産業が観光業となっています。また、農業において、生育環境は厳しいも

のの、とうもろこしやキャベツ等、寒冷地であることを逆手に取り、地域ブランド化する

農作物があります。 

恵まれた自然環境がそれらを支えてきたことはもちろんですが、さらに、村民、事業者、

団体、関係し交流する人々、それぞれが各分野の産業を磨き上げ、活用してきたことで、

今、平谷村には多くの魅力が存在しています。先人たちが築いてきた様々な魅力がつなが

り合い、さらなる魅力が生まれる、それが平谷村の魅力をさらに高めていくことになりま

す。第６次平谷村総合計画の将来像を「●●●●●●●●●●●●●●●●●●」としま

した。未来に視点を向けて、私たちが置かれている現状や課題を把握しながら、計画に掲

げた目標に向かい着実に前進して参りたいと思います。 

この計画で目指す将来像の実現には、行政はもちろんのこと、村民、事業者、団体、関

係し交流する人々等、全ての気持ちと力を合わせていくことが大切です。皆様のご理解と

ご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平谷村 村長 西川清海 

  

 

 

 

 

 

村長の写真 

計画内容確定後、記載 
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第 1 章 
総合計画策定の基礎事項 
 

 

 

 

 

１．総合計画概要 

２．平⾕村について 

３．むらづくりに関するアンケート調査報告書 
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１．総合計画概要 

 

（１）総合計画策定の趣旨 

平谷村では、平成28年度から第５次平谷村総合計画に基づき、「持続可能な地域づく

りを進めるために」という将来像実現のために、各種施策・事業を展開してきました。

また、令和３年度からは、人口減少と地域経済縮小の克服、まち・ひと・しごとの創生

を目的に、「人口ビジョン 2060 年総人口 400 人維持のために進める施策」を基本テー

マとする第２期 平谷村総合戦略を策定し、様々な人口対策に積極的に取り組んできま

した。 

令和８年４月から始まる第６次平谷村総合計画は、社会情勢の変化等を踏まえつつ、

10 年後のむらの目指す姿を示し、その実現に向けた戦略的な取組を計画的に推進するた

め、村が一体となり課題に立ち向かう姿を想定しています。この計画を基に今後５年間、

各分野において様々な施策・事業を展開することとなります。  

また、総合戦略については、国の新たな総合戦略構想である「地方創生 2.0 基本構想」

に基づき、目指すべき地域ビジョンを再構築したうえで、「総合計画」における重点施

策として位置づけて改訂し、両計画を一体的に策定します。 

 

（２）総合計画の位置づけ 

平成23年の地方自治法改正により、地方自治体において基本構想の策定義務はなくな

りましたが、現在でもほぼ全ての自治体が総合計画あるいは総合計画に準じた計画を策

定しています。 

本村の総合計画は、村の目指す将来像を明らかにし、これを実現するための指針とし

て策定する村政運営における最上位の計画としており、分野別の個別計画についても総

合計画との整合を図り策定することとなります。 

 

（３）地方創生総合戦略 

日本の人口は、平成20年をピークとして人口減少局面に入っており、今後加速度的に

進むことが予想されています。平谷村では、この人口減少社会を克服した地方創生を目

指すため、国の第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略に挙げる基本的な考え方や政策

５原則を勘案し、令和２年度に平谷村総合戦略を策定し、平谷村の地域特性や強みを生

かした、様々な人口対策に取り組んできました。 

地方創生実現のためには、個別の分野での取組だけでなく、自治体の総合的な取組が

必要であり、今後の自治体において、地方創生の実現は避けて通れない課題となってい

ます。 

そして、この度、新たな国の基本構想である「地方創生 2.0 基本構想（令和７年６月

13 日閣議決定）」に基づき、人口減少にあらがうのではなく、人口減少がもたらす影

響・課題に対する認識を持ち、人口減少を前提とした、地域の担い手不足・確保や労働

生産性の向上、生活基盤の確保等への対応を、事前に想定します。また、国－長野県－

平谷村という縦のつながりのみならず、他の市町村との横の関係を意識して、必要に応

じ連携を取り、他市町村の好事例を取り入れます。 

また、第６次総合計画・総合戦略では、総合計画に総合戦略を一体化し策定すること

となりました。この第６次総合計画・総合戦略は、第３期平谷村総合戦略の側面を持っ
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たものとなります。 

 

（４）総合計画の構成、計画期間 

総合計画は、村全体の目指すべき姿を表す「基本構想」、全庁で実現すべき「重点目

標」、各分野での取組の方向性を表す「基本方針」で構成しています。重点目標は、個

別分野に限らず村役場全体が目指すべき目標で、「地方創生 2.0 基本構想」の要素を強

く反映しています。 

「基本構想」は、村政全般にわたる重要な指針であり、地方自治法第96条第２項の規

定による議会の議決に付すべき事件とされていることから、住民の代表である議会と村

長がともに住民に対する責任を担い、透明性の高い村政の推進を目指していくものとな

っています。 

計画期間について、大きく変化する社会の動きに対応し、時代に合った村政運営をす

るため、第６次総合計画・総合戦略では、基本構想及び基本計画（重点戦略）が令和８

年度から令和 17 年度までの 10 年間となっております。ただし、基本計画（重点戦略）

は令和12年までの５年間が経過した段階で、残りの５年間について必要に応じ、見直し

を行います。また基本計画（分野別計画）の計画期間は令和８年度から令和17年度まで

の５年間となっております。 

全ての分野において、現在の課題だけでなく将来の課題も念頭に置いた計画としてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基本構想 

企業における企業理念に当たるものです。目指すべき村の将来像、村の存在価値等を示

します。 

 

●基本計画（重点戦略） 

基本構想実現のための目標及び方針になります。基本計画の骨格は、実現すべき重点目

標と基本方針になります。総合戦略については、重点目標に色濃く反映しています。 

基本構想

基本計画（重点戦略）

計画期間：10年間（令和８～17年度）
将来を展望して目指すむらづくりの理念や将来像を示します。

基本構想の実現に向けて実施する施策を示します。

将来像 基本理念 基本方向

優先的に取り組む

重点施策

分野別の施策

基本施策

平谷村総合戦略

むらの

グランドデザイン

としての役割

グランドデザインを

実現させるための

マネジメント

としての役割
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●重点施策及び基本施策 

基本計画を基に実施する事業を示すものです。毎年度見直しを行い、時代に沿った事業

を実施していきます。 

 

●本計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 Ｒ16 Ｒ17

基本構想

基本計画（重点戦略）

基本計画
（分野別計画）

10年間

５年間

５年間

平谷村総合戦略

10年間
（必要に応じ見直し）
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２．平谷村について 

 

（１）平谷村の概要 

■位置・地勢 

本村は、長野県下伊那郡の南西部、矢作川の流域

に位置し、標高 922 メートル（役場位置）の高原に

あり、下伊那郡下では最も標高の高い村です。東は

蛇峠山、売木峠等を境として阿南町、売木村に続

き、南は根羽村に接しています。また、北は治部坂

峠、横岳を境に阿智村に続き、西は大川入山等の木

曽山脈を隔てて岐阜県恵那市、中津川市に接してい

ます。 

地質は、９割以上を花こう岩とする変成岩の崩積

でできており、土壌は砂壊土であってやせていま

す。最南端の地域には濃飛流紋岩類が分布していま

す。北から柳川が、南から西川が流れ、これらの２つ

の谷を結んで国道 153 号線が村を縦貫しています。こ

れらの河川は合流すると平谷川となって西に流れてい

き、岐阜県で上村川となり、愛知県で矢作川に合流し

ます。 

 

 

 

 

 

 

■気候 

夏の最高気温は 28℃近くとなり、冬の最低気温はマイナスとなる等、首都圏と比べると

寒暖差、年較差が大きい地域です。 

年間降水量は約 2,600ｍｍで、７月が最も多い月となっています。 
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■交通アクセス 

本村に鉄道駅はなく、主要駅である飯田駅へ路線バスや自動車で向かう住民もいます。 

路線バスは、南信州公共交通が運行し、阿智村と根羽村を結ぶ西部コミュニティバスが

平谷村を通っており、阿智村で飯田駅方面の路線に乗り換えることができます。 

高速道路は、中央自動車道飯田山本ＩＣまで車で約３０分、三遠南信自動車道飯田山本

ＩＣまで約３０分の距離となっています。 

リニア中央新幹線の開通が予定されており、飯田市に「長野県駅」が設置されるほか、

南信州と静岡県浜松市を結ぶ三遠南信自動車道の整備も進められており、本村へのアクセ

スの利便性が高まり、交流、交易の活性化が期待されます。 

 

（２）人口・世帯 

■人口構造 

本村の年齢３区分別人口割合は、下伊那郡の中では生産年齢人口の比率が最も高く、高

齢人口比率が低くなっており、若い世代の割合が多い地域となっています。また、過去３

年間の人口増減率では、郡内で最も大きく昼間人口比が他の地域よりも低く、村外に通

勤・通学している人の割合が高いほか、外国人人口比が低いことも特徴となっています。

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口の推移 

総人口は、平成 12 年ごろをピークに減少傾向が続いており、令和２年国勢調査では５

年前の平成 27 年調査より 87 人減少し 397 人となっています。 

年齢３区分別人口をみると、３区分のいずれもが減少傾向にあり、特に老年人口が顕著

に減少しています。一方、割合で見ると、生産年齢人口は平成 27 年調査より 6.0 ポイン

ト増加しています。老年人口割合は減少傾向にあり、３人に１人が高齢者という状況です。 
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出典：国勢調査 

【年齢３区分別人口の推移】 

平均値 偏差値 順位

年少人口比率 ％ 11.9 11.2 52.7 8 国勢調査（Ｒ２）

生産年齢人口比率 ％ 54.3 47.2 60.9 1 国勢調査（Ｒ２）

高齢人口比率 ％ 33.9 41.3 41.4 11 国勢調査（Ｒ２）

人口増減率（５年間） ％ -20.0 -7.9 27.7 13 国勢調査（Ｒ２）

昼間人口比 ％ 93.8 94.8 48.8 8 国勢調査（Ｒ２）

外国人人口比 ％ 0.8 1.3 37.7 13 国勢調査（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）



- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口動態 

本村の自然動態は、出生率が低く、死亡率が比較的高くなっています。 

社会動態は、転入率、転出率ともに郡内他町村と比べて高い割合となっており、移動が

大きい地域といえます。離婚率は高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

自然動態の推移をみると、最近１０年間では、出生数が少なく、死亡数が多いことが見

て取れます。出生数は０の年もあります。 

社会動態の推移をみると、年によって増減があるものの、この 10 年間では転出超過の

年が多くなっています。 
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【出生数・死亡数・自然増減の推移】 

平均値 偏差値 順位

出生率 人口千対 0.0 5.0 27.3 13 人口動態調査（Ｒ２）

死亡率 人口千対 23.3 18.3 56.9 5 人口動態調査（Ｒ２）

転入率 ％ 5.9 3.2 70.1 2 住民基本台帳人口移動報告（Ｒ２）

転出率 ％ 5.4 4.0 56.9 2 住民基本台帳人口移動報告（Ｒ２）

婚姻率 人口千対 2.6 3.0 47.1 8 人口動態調査（Ｒ２）

離婚率 人口千対 2.6 1.3 64.6 1 人口動態調査（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）

出典：国勢調査 
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転入者、転出者の年齢をみると、転入では 20 歳代前半から 30 歳代前半が多くなってい

ます。転出では 20 歳代前半で大きな山ができており、特に近年は増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■世帯 

本村の世帯構成をみると、高齢者を含めた単独世帯の割合が高く、核家族や３世代世帯

の割合が低いため、１世帯あたり人員が下伊那郡内では比較的少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

世帯数の推移をみると、人口減少の中、世帯数も減少傾向にあります。１世帯当たり人
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出典：総務省「住民基本台帳移動報告」 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

【転入数・転出数・社会増減の推移】 

【年齢別_転入数・転出数の推移】 

（転入） 

平均値 偏差値 順位

１世帯当たり人員 人 2.0 2.5 36.1 11 住民基本台帳（Ｒ２）

核家族世帯割合 ％ 48.2 52.9 40.9 11 国勢調査（Ｒ２）

単独世帯割合 ％ 45.4 29.3 67.0 1 国勢調査（Ｒ２）

高齢単身者世帯割合 ％ 24.1 17.3 60.1 2 国勢調査（Ｒ２）

高齢夫婦世帯割合 ％ 12.8 17.4 37.1 13 国勢調査（Ｒ２）

３世代世帯 ％ 4.1 10.5 37.1 11 国勢調査（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）

（転出） 
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員は令和４年度まで減少していましたが、令和６年度にかけて微増しています。割合では、

核家族世帯と単身世帯が増加傾向にあります。 
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【世帯構成別_世帯数・構成比の推移】 

H17 H22 H27 R2

一般世帯数 277 229 211 195

　核家族世帯 119 107 96 94

　単身世帯 105 83 86 89

　　うち高齢単身世帯 54 49 59 47

　その他 53 39 29 12
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【世帯数・１世帯あたり人員の推移】 
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（３）産業・雇用 

 

■産業構造 

産業別就業人口から本村の産業構造の特性をみると、下伊那郡内の自治体と比べて第三

次産業従事者の割合が非常に高く、第一次産業及び第二次産業従事者の割合が非常に低く

なっています。 

農業産出額、製造品出荷額等、年間商品販売額ともに郡内では低い方にあり、産業規模

が比較的小さい地域といえます。 

 

 

 

 

 

 

 

本村の大分類別の就業者数、付加価値額はともに生活関連サービス業、娯楽業が高く、

本村の中心的な産業となっています。 

産業別売上高の構成比を全国や県と比べると、生活関連サービス業、娯楽業の割合が高

く、建設業、卸売業、小売業で低い特徴が見られます。 
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（百万円）（⼈）

【産業別_就業者数・付加価値額】 

出典：地域経済分析システム（RESAS）令和３年（経済センサス活動調査） 

付加価値額 ＝ 売上高 ― 費用総額 ― 給与総額 ― 租税公課 

平均値 偏差値 順位

第一次産業従事者割合 ％ 13.2 18.3 39.9 13 国勢調査（Ｒ２）

第二次産業従事者割合 ％ 14.6 26.0 29.6 12 国勢調査（Ｒ２）

第三次産業従事者割合 ％ 71.8 55.0 74.9 1 国勢調査（Ｒ２）

農業産出額 千万円 5.0 109.3 42.3 12 市町村別農業産出額（推計）（Ｒ５）

製造品出荷額等 億円 0.0 12.6 33.7 11 工業統計調査（Ｒ２）

年間商品販売額 億円 0.0 4.5 43.3 13 経済センサス（Ｈ28）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）
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■全産業 

村内の全ての産業の従業員数は、平成 24 年からの４年間では、人口の減少に伴い 88 人

減少しましたが、平成 28 年からの５年間では増加に転じています。事業所数には、大き

な変化はありません。 
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【産業別_売上高 構成比（H28）】 
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■農林業 

販売農家数及び経営耕地面積が１０年間で２割強減少しています。自給的農家数は横ば

いで推移し、兼業農家数は減少しています。 

林業経営体平成 22 年の 54 経営体から令和２年には８経営体まで減少していますが、保

有山林面積は大きく増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■商業 

小売業では、平成 24 年から 26 年にかけて事業所数が減少、従業員数が増加、販売額が

減少となっています。平成 28 年にかけては、事業所数、従業員数とともに横ばい、販売

額が微増となっています。 

卸売業では、平成 24 年から 26 年にかけて、事業所数、従業員数が増加し、販売額も大

きく増加していますが、平成 28 年には、いずれも減少しています。 
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■就労・雇用の状況 

生産年齢人口割合が高く、高齢化率が低いため、労働力率、就業率が郡内町村で最も高

くなっています。また、完全失業率が高くなっています。また、村内で働く人の割合が郡

内で最も低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業者数の推移をみると、生産年齢人口の減少に伴い、就業者数は減少傾向にあります。

しかし、生産年齢人口割合は増加しているため、就業率は増加しています。 

完全失業者数、失業率ともに、顕著に減少傾向にあります。 
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出典：国勢調査 

【就業者数・完全失業者数の推移】 

【就業率・完全失業率の推移】 

※は数値が低いほうが偏差値が高い項目 

平均値 偏差値 順位

労働力率 ％ 63.6 62.6 51.6 9 国勢調査（Ｒ２）

就業率 ％ 98.2 97.9 54.8 3 国勢調査（Ｒ２）

完全失業率※ ％ 1.8 2.1 55.5 10 国勢調査（Ｒ２）

正規職員・従業員割合 ％ 63.4 64.1 48.2 9 国勢調査（Ｒ２）

派遣・パート・アルバイト割合 ％ 35.4 34.2 52.9 5 国勢調査（Ｒ２）

村内従業者割合 ％ 72.0 62.4 56.8 5 国勢調査（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）
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従業上の地位の構成比をみると、平成 27 年には正規職員・従業員と役員の割合が減少

し、パート・アルバイト等の割合が増加していましたが、令和２年には正規職員・従業員

と役員の割合が増加し、業主、家族従業の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）都市基盤 

 

■公共交通 

公共交通路線の人口カバー率は 18.0％、通勤・通学に鉄道もしくはバスを利用している

人は 8.3％で、いずれも下伊那郡の中では比較的高い数値です。 

徒歩で行ける人口の割合（徒歩圏人口カバー率）は、医療施設及び福祉施設については、

下伊那郡内で１位となっています。商業施設については０％で７位（最下位、同数で他に

６町村）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

村内の公共交通機関は、南信州公共交通システムが運行する、南信州公共交通のＷ１西

部コミュニティバスのみです。利用客は、一日平均 26.3 人（令和５年、ただし、村外運

行部分を含む。）となっており、コロナ禍の影響がある時期を除き、利用客数は安定して

います。 
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【従業上の地位の割合の推移】 
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出典：南信州地域公共交通輸送実績 

【村営路線バスの状況（村外運行部分を含む）】 

平均値 偏差値 順位

公共交通路線の人口カバー率 ％ 18.0 15.5 51.9 4 都市モニタリングシート（H28）

通勤・通学の鉄道・バス分担率 ％ 8.3 6.3 60.5 3 都市モニタリングシート（H28）

医療施設の徒歩圏人口カバー率 ％ 65.5 44.2 64.9 1 都市モニタリングシート（H28）

福祉施設の徒歩圏人口カバー率 ％ 69.4 35.7 69.4 1 都市モニタリングシート（H28）

商業施設の徒歩圏人口カバー率 ％ 0.0 9.2 43.2 7 都市モニタリングシート（H28）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）
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（５）生活環境 

下水道普及率は下伊那郡13町村の中で高い方であり、水道普及率は郡平均を下回りま

す。 

一人当たりごみ排出量は比較的低く抑えられているほか、リサイクル率は 21.5％で、

郡内の他町村と比べて低い値となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

■水道 

人口減少に伴い、給水人口は減少傾向にあります。 

水道普及率は、令和５年時点で 94.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■下水道 

下水道普及率は人口減少等の要因から増加と減少の両方の年があり、令和５年時点で

98.1％となっています。 
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出典：長野県統計書 

出典：水道統計調査 

【給水人口・水道普及率の推移】 

平均値 偏差値 順位

水道普及率 ％ 94.5 95.7 47.1 10

下水道普及率 ％ 98.1 92.2 55.3 5

一人当たりごみ排出量※ ｋｇ 166.7 195.0 56.3 4

ごみリサイクル率 ％ 21.5 24.1 46.7 9

人身交通事故件数※ 件 0.0 6.0 59.5 1

犯罪件数※ 件 4.0 13.0 56.7 3

出典（年）

長野県水道統計調査（Ｒ２）

長野県市町村別汚水処理人口普及率（Ｒ２）

一般廃棄物処理事業実態調査（Ｒ４）

一般廃棄物処理事業実態調査（Ｒ４）

長野県警察交通事故発生状況（Ｒ６.1～12）

長野県警察犯罪統計書（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

※は数値が低いほうが、偏差値が高い項目 
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■ごみ処理 

ごみ排出量の推移をみると、総排出量、1 人あたり排出量ともに概ね安定した状態にあ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■火災 

火災発生件数は、平成 30 年度以降、多い年で２件、少ない年で０件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■犯罪 

犯罪発生件数は以下のとおりであり、件数は少ないですが、令和４年より毎年発生して

います。 

 

  

窃盗犯, 

1

その他

の刑法

犯, 1

その他

の刑法

犯, 4
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R4 R5 R6

（件）
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総排出量 1人当たり排出量

（ｔ） （ｇ/⽇）

1

2

0

1 1

0

2

4

H30 R1 R2 R3 R4

火災発生件数

（件）

出典：一般廃棄物処理事業実態調査 

【ごみ総排出量・1 人あたり排出量の推移】 

【火災発生件数の推移】 

出典：飯田広域消防ＨＰ 

出典：長野県警察統計資料 
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（６）保健・医療・福祉 

本村の平均寿命は、男性が 82.7 年、女性が 88.3 年で、男性、女性ともに下伊那郡の平

均に近い数字となっています。 

一人当たり国保医療費は、郡内町村と比較して高くなっており、要支援・要介護認定率

は低く抑えられています。 

人口千人当たり医師数や同病院・診療所数は、郡内町村と比べて低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性の平均寿命については、令和２年度と３年度を除いて、平谷村よりも飯伊圏域平均

の方が高くなっています。また、平均寿命と健康寿命の差は、概ね平谷村の方が低くなっ

ています。 

女性の平均寿命については、令和２年度を除いて、飯伊圏域平均よりも平谷村の方が高

くなっています。また、健康寿命は、記載の５年全てで平谷村の方が高くなっています。

平均寿命と健康寿命の差は、同じく平谷村の方が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.4
76.1

82.6
83.2

79.6

81.4
82.0

82.0 82.5

83.4

74.8 74.9

80.4

82.3

78.9

80.2 80.5

80.5

81

81.8

72

74

76

78

80

82

84

H30 R1 R2 R3 R4

平均寿命（平谷村） 平均寿命（飯伊圏域平均）

健康寿命（平谷村） 健康寿命（飯伊圏域平均）

（歳）

平均値 偏差値 順位

平均寿命（男性） 年 82.7 82.8 47.4 7

平均寿命（女性） 年 88.3 88.3 50.9 5

１人当たり国保医療費※ 千円 452,748 381,410 37.9 11

要支援・要介護認定率※ ％ 12.4 13.4 55.1 5

人口千人当たり医師数 人 0.0 0.9 37.7 12

人口千人当たり病院・診療所数 人 0.4 1.1 39.2 12 医療施設調査（Ｒ２）

出典（年）

市区町村別生命表（Ｒ２）

市区町村別生命表（Ｒ２）

国民健康保険事業状況報告年報（Ｒ４）

介護保険事業状況報告年報（Ｒ４）

医師・歯科医師・薬剤師統計（Ｒ２）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

【平均寿命・健康寿命（男性）】 

出典：平谷村第３期データヘルス計画 

※は数値が低いほうが、偏差値が高い項目 
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■医療 

国保被保険者数は平成２９年以降、やや減少傾向にあります。国保での一人当たり医療

費は増加傾向が見られ、令和元年からの５年間で約６割、１万７千円の増加となっていま

す。 

後期高齢者医療でも、被保険者数はやや減少傾向にあります。一人当たり医療費は年ご

とに大きく変動が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【国民健康保険被保険者数・一人当たり医療費の推移】 

89.7

87.7

88.7
87.8

90.2

87.9
88.1

87.2
87.7

88.5

87.2 85.7
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86.3

88.1

84.6 85.0
84.1

84.6
85.3

80

82

84

86

88

90

92

H30 R1 R2 R3 R4

平均寿命（平谷村） 平均寿命（飯伊圏域平均）

健康寿命（平谷村） 健康寿命（飯伊圏域平均）

（歳） 【平均寿命・健康寿命（女性）】 

【後期高齢者医療制度 保険者数・一人当たり医療費の推移】 

出典：平谷村第３期データヘルス計画 
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出典：後期高齢者医療事業年報データ 

出典：介護保険事業状況報告データ 
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■保健 

死因別死亡数の構成比をみると、年により変動があるものの、「悪性新生物」及び「心

疾患」が上位になることが多くあります。また、「脳血管疾患」も多く見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■福祉 

高齢者数は減少しており、要支援・要介護認定者数も減少傾向で推移しています。認定

率は概ね低下傾向にあります。 

最新の要介護・要支援の認定者の割合は、最も多いのが要介護４（25.0％）、次に要介

護１（20.8％）となっています。 
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結核 悪性新生物（がん） 糖尿病 心疾患 脳血管疾患 肺炎 腎不全 老衰

（人）

7 7

11

3

7
6

5

【主要死因別_死亡数の構成比（H28～R４）】 

出典：長野県衛生年報 
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出典：介護保険事業状況報告（第８期介護保険事業計画） 

【介護保険 事業対象者・要支援・要介護認定者の推移】 
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■医師、診療所 

村内には診療所が１か所、平谷村国民健康保険直営があります。現在、週４日午後２時

間の診察となっています。 

常在の医師はいません。また入院はできません。令和６年度の一日平均患者数は６人と

なっています。 

 

（７）教育・文化 

小学校の児童数が 23.7 人で、１小学校当たりでは郡内町村の中で低い数値となって

います。人口千人当たり公民館数は 0.4 館で、郡平均を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

■学校教育 

小学校児童数は、令和に入り減少傾向にあり、令和６年は 17 人となっています。また、

学級数も減少しています。 

  

平均値 偏差値 順位

小学校数（可住地面積10k㎡当たり） 校 23.7 75.3 41.6 12 学校基本調査等（Ｒ５）

１小学校当たり児童数 人 21.0 113.2 41.9 11 学校基本調査等（Ｒ５）

人口千人当たり公民館数 館 0.4 2.3 44.3 11 学校基本調査等（Ｒ５）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

出典（年）

要支援１

8.3% 要支援２

8.3%

要介護１

20.8%

要介護２

4.2%

要介護３

16.7%

要介護４

25.0%

要介護５

16.7%

【要介護（要支援）認定者数 男女計（令和７年４月現在）】 

合計２４人 
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単式学級 児童数
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【小学校 学級数・児童数の推移】 
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（８）財政状況 

本村の歳入決算額は令和２年度が約 11 億円で、下伊那郡 13 町村の中では最も小さく

なっています。住民 1 人当たり積立金現在高は郡内の平均よりも多くなっています。ま

た、住民一人当たり地方債現在高も郡内の平均よりも多くなっています。実質公債費比

率が 1.8％で、郡内他町村と比べると低く、財政の弾力度は高い状態にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■歳入・歳出 

歳入の内訳をみると、一般財源となる地方税が 0.9 億円程度、地方交付税が６億円前後

で推移し、特定財源となる国庫支出金や地方債等は年度によって金額が増減しています。

歳出も同様ですが、割合としては、一般的な管理・運営に支出される総務費、もしくは教

育費が最も多くなっています。 

令和５年度は、前年度と比較して、土木費が大きく増加し、総務費が大きく減少してい

ます。 
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地⽅税 地⽅交付税 国庫⽀出⾦ 地⽅債 その他

（百万円）

【歳入 決算額の推移】 

平均値 偏差値 順位

歳入決算額 百万円 1,117 4,308 35.9 13

住民１人当たり積立金現在高 千円 2,147 1,567 55.7 5

住民１人当たり地方債現在高※ 千円 1,205 1,034 47.8 8

財政力指数 ― 0.16 0.22 43.0 8

経常収支比率 ％ 69.8 71.9 46.5 10

実質公債費比率 ％ 1.80 4.36 43.9 9

財政状況資料集

財政状況資料集

財政状況資料集

出典（年）

長野県普通会計決算の状況（Ｒ５速報）

長野県普通会計決算の状況（Ｒ５速報）

長野県普通会計決算の状況（Ｒ５速報）

指標 単位 平谷村
下伊那郡

※は数値が低いほうが、偏差値が高い項目 
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■地方債・基金 

地方債現在高は、令和元年の 6.8 億円から減少傾向にあり、令和５年は 4.5 億円となっ

ています。特定目的基金現在高は、平成 30 年度の 10.0 億円から上下動があり、令和２年

度には 8.1 億円まで増加しています。 
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（百万円） 【地方債現在高の推移】 

【特定目的基金 現在高の推移】 

出典：財政状況資料集 
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■財政指標 

経常収支比率は大きな変動があるものの、平成 30 年度以降概ね増加傾向となっており、

財政の硬直化が進んでいますが、令和５年度は改善されています。 

実質公債費比率は、早期健全化基準である 25.0％を大きく下回っているものの、近年は

増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）前回平谷村総合計画による取組 

平谷村の人口は平成 12 年の 712 人をピークとして、減少に転じています。令和２年の

人口は 387 人となりました。また、人口構成の推移からも少子化が進んでいることが分

かります。人口減少の要因は転出超過による社会減、死亡数が出生数を上回る自然減の

双方です。 

世帯数も平成７年の 294 世帯から減少し、令和２年は 196 世帯となっています。 

※詳細は平谷村人口ビジョンをご参照ください。 

 

（10）村の将来を見据えた現状と課題 

①晩婚化、未婚化、出生率の低迷について 

全国的な傾向と同様、本村においても未婚率が高くなっており、特に男性 30 歳代未婚

者が多く、このことは村全体の人口構成にも影響が出てくる可能性が高くなっています。

全国での人口の維持に必要となる合計特殊出生率 2.07 に対し、本村では 1.44（2018 年～

2022 年）となっており、男性だけでなく、女性の視点から見ても、子どもを産み、育てる

世代が、将来の不安が少なく、家族を増やしたうえで生活できるという、「安心の将来家

族計画」がたてられる社会環境づくりが必要となっています。 
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【経常収支比率の推移】 【財政力指数の推移】 【実質公債費比率の推移】 

出典：財政状況資料集 

人件費や公債費等の経常的

な支出が、地方税や交付税

等の経常的な収入のどれだ

けの割合を占めているかを

示します。低い方がよいも

のです。 

地方公共団体の財政力を示

す指標で、基準財政収入額

を基準財政需要額で除した

数値の過去３年間の平均値

です。高い方が財政に余裕

があることを示します。 

地方公共団体の一般財源のう

ち、借金（地方債）の元利返

済やそれに準ずる経費が標準

的な財政規模に占める割合を

示す指標です。低い方がよい

ものです。 
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②若年層の流出について 

村からの転出超過による社会減が続いています。特に 10 代後半や 20 代前半での進学・

就職時期や、子どもの高校進学時期での家族全体の転出が多いと考えられることから、働

く場が「量」、「職種」ともに不足していることがその主な要因であると同時に、子ども

の通学利便性を考慮した住み替えの傾向が強いことが見られます。これら若年層の流出は、

その後の結婚や出生数にも大きな影響を及ぼし、人口減少の大きな要因となっています。

そのため、村内において、若い世代の希望に応じた雇用の場を確保することが必要です。

また、基盤産業である観光業や、村の大きな資源である第一次産業における「仕事の魅力」

を次世代に伝え、新しい価値や商品を生みだすことで、村内での仕事や暮らしに「いきが

い・やりがい」があるものに変わっていけるよう、官民協働でのプロジェクト推進が必要

です。 

  

②保健・医療・福祉について 

増え続ける社会保障給付費が国家財政を逼迫する中、多くの高齢者が暮らす本村におい

てもこれらの福祉財政運営の適切なかじ取りが、非常に重要となっています。 

本村の出生数はここ数年で年間０人から２人で推移しており、子育て世代の減少が出生

数に表れています。今後は「産み、育てやすい環境づくり」と同時に、子育て世代、もう

すぐ子育て世代の人材が定着したいと思う子育て施策の推進が求められています。また、

安全な医療体制の確立と、良質な介護環境がそろっていること。また、障がいがある人も

自分らしくいきいきと暮らせる社会保障体制の充実が求められています。 

 

④防災・防犯等、安全に暮らせる地域づくり 

大規模な自然災害が日本全国で発生し、住民の不安が高まりを見せています。 

自然災害への対策については、地域での取組が大きな力を発揮することから、住民と行

政の協議による地域防災活動、交通安全の推進等、あらゆる住民生活の場面を想定した協

議を進める必要があります。 

 

⑤村政運営について 

本村では年々、財政が厳しい環境となっており、健全な行財政運営は大きな課題となっ

ています。限られた財源の中で、村にとって効果的な施策の展開を図り、行政と住民がと

もに協力しながら進める村づくりを進めることが必要となっています。 
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３．むらづくりに関するアンケート調査報告書 

 

（１）調査の概要 

○調査対象：村内に居住する成人（18 歳以上）の方 

○調査期間：令和７年３月１１日 ～３月３１日 

○調査方法：郵送配付・回収 

○配付・回収：  

種別 配付数 回収数 回収率 

合計 200 票 102 票 51.0％ 

 

（２）調査結果の抜粋 

 

■村の暮らしやすさ（問２） 

 

○村の暮らしやすさについては、「どちらともいえない」が 34.0％と最も多くなって

います。 

○「非常に暮らしやすい」（11.0％）、「やや暮らしやすい」（28.0％）を合わせた

39.0％の方は“暮らしやすい”と感じている一方、「やや暮らしにくい」

（22.0％）、「非常に暮らしにくい」（3.0％）を合わせた 25.0％の方は“住みに

くい”と感じています。 

○性別に見ると、男性は「やや暮らしやすい」（29.0％）、女性は回答全体と同様に

「どちらともいえない」（37.5％）の割合が最も高くなっています。 

○年代別に見ると、10 代、70 代、80 代以上では「住みやすい」の割合が最も高くな

っています。 

○居住地別に見ると、「一連区」では「やや暮らしやすい」の割合が最も高くなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．非常に暮らしやすい  

２．やや暮らしやすい 

３．どちらともいえない 

４．やや暮らしにくい  

５．非常に暮らしにくい 
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■医療機関の利用、日常の買い物、普段の金融機関 ・郵便局等の利用に関してどのよ

うに感じているか 

 

○医療機関の利用等をどう思うかについて、「不便・不満は感じていない」の割合を

見ると、「③普段の金融機関・郵便局等の利用」（40.2％）、「⑤行政サービス」

（38.2％）、「④通勤・通学」（34.3％）が上位にあります。 

○医療機関の利用等をどう思うかについて、「不便・不満は感じていない」と[多少

の不便・不満は感じているが、困るほどではない」の合計の割合を見ると、「①医

療機関の利用」（89.2％）、「③普段の金融機関・郵便局等の利用」（87.3％）、

「④通勤・通学」（72.6％）が上位にあります。 

○医療機関の利用等をどう思うかについて、「３．不便・不満を感じている」の割合

を見ると、「②日常の買い物」（37.3％）、「医療機関の利用」（24.5％）が上位

にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①医療機関の利用 

 

②日常の買い物 

 

③普段の金融機関 

 ・郵便局等の利用 

 

④通勤・通学 

 

⑤行政サービス 
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■平谷村への愛着（問６） 

 

○平谷村に「わがむら」といった愛着

を感じているかについて、性別に見

ると、男性は「１．愛着を感じてい

る」（51.6％）の割合が最も高くな

っています。女性は、回答全体と同

様に「３．どちらともいえない」

（32.5％）の割合が最も高くなって

います。 

○平谷村に「わがむら」といった愛着

を感じているかについて、年代別に

見ると、20 歳代、40 歳代、50 歳代で

は「２．どちらかといえば感じてい

る」の割合が最も高くなっていま

す。30 歳代では「２．どちらかとい

えば感じている」、「４．どちらかといえば感じていない」（30.0％）の割合が最

も高くなっています。また、60歳代、70歳代以上では、「１．愛着を感じている」

の割合が最も高くなっています。 

○平谷村に「わがむら」といった愛着を感じているかについて、居住地別に見ると、

全ての地区で「１．愛着を感じている」の割合が最も高くなっています。 

○前回（R２）調査結果との比較では「１．愛着を感じている」が 14.7 ポイント上昇、

「４．どちらかといえば感じていない」が 5.8 ポイント減少となっています。 

 

■村での定住意向（問７） 

 

○平谷村に将来も住み続けたいか

について性別に見ると、男性は

「１．住み続ける」と「２．た

ぶん住み続ける」（38.7％）の

割合が最も高くなっています。

女性は、「２．たぶん住み続け

る」（40.0％）の割合が最も高

くなっています。 

○平谷村に将来も住み続けたいか

について年代別に見ると、20 歳

代、50 歳代では「４．村外に引

っ越したい」の割合が最も高く

な っ て い ま す 。 40 歳 代 で は

「２．たぶん住み続ける」、「４．村外に引っ越したい」（40.0％）の割合が同数

で最も高くなっています。また、30 歳代、60 歳代、70 歳代以上では、回答全体と

同様に「２．たぶん住み続ける」の割合が最も高くなっています。 

○平谷村に将来も住み続けたいかについて居住地別に見ると、全ての地区で「２．た

ぶん住み続ける」の割合が最も高くなっています。 

○前回（R２）調査結果との比較では「４．村外に引っ越したい」が 21.4 ポイント上

昇、「１．住み続ける」が 10.4 ポイント減少となっています。  
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■村に住み続けたい理由（問７―１） 

 

○村に住み続けたい主な理由については、「２．自然が豊かである」が 58.1％と最も

多く、「５．長年住み慣れている」が 56.5％、「１．居住環境が良い」が 29.0％

と続きます。 

○また、前回（Ｒ元）調査結果との比較では、「２．自然が豊かである」が 4.7 ポイ

ント上昇、「９．安全・安心なまちである」が12.3ポイント減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．居住環境がよい 

２．自然が豊かである 

３．交通の便が良い 

４．隣近所との関係がよい 

５．長年住み慣れている 

６．仕事や商売に便利である 

７．日常の買い物が便利である 

８．各種施設が充実している 

９．安全・安心なまちである 

10．子育てがしやすい 

11．地域の活動が活発 

12．むらのイメージが良い 

13．その他 
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■村に住み続けたくない理由（問７―２） 

 

○村に住み続けたくない主な理由については、「７．日常の買い物が便利である」が

60.0％と最も多く、「１．居住環境がよい」、「２．田舎である」、「３．交通が

不便である」、「６．自分にあった仕事がない、しづらい」がいずれも 30.0％と続

きます。 

○また、前回（Ｒ元）調査結果との比較では、「１．居住環境がよくない」が 30.0 ポ

イント上昇、「３．交通が不便である」が 32.5 ポイント減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．居住環境がよくない 

２．田舎である 

３．交通が不便である 

４．隣近所との関係がよくない 

５．結婚相手等の出会いがない 

６．自分にあった仕事がない、しづらい 

７．日常の買い物が不便である 

８．各種施設が乏しい 

９．安全・安心に不安がある 

10．子育てがしにくい 

11．地域の活動が活発でない 

12．むらのイメージが良くない 

13．その他 
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■今後どのようなむらになるとよいか（問 24） 

 

○どのような村になると良いかについて性別に見ると、男女とも「６．子どもから高

齢者まで、だれもがいつまでも安心して暮らせる、やすらぎのまち」の割合が最も

高くなっています。 

○どのような村になると良いかについて年代別に見ると、20 歳代では「４．出産、子

育てをする環境が充実した、子育てしやすいまち」（54.5％）の割合が最も高く、

30 歳代以上では、「２．農業や林業など、地域の資源を活かした産業が盛んなまち」

（40.0％）の割合が最も高くなっています。また 40 歳代、50 歳代では「２．農業

や林業など、地域の資源を活かした産業が盛んなまち」「10．豊かな緑に囲まれ、

自然とともに暮らせる住環境の良いまち」の割合が同数で最も高く、60 歳代と 70

歳代では、「６．子どもから高齢者まで、だれもがいつまでも安心して暮らせる、

やすらぎのまち」の割合が最も高くなっています。 

○どのような村になると良いかについて居住地別に見ると、一連区と二連区では「６．

子どもから高齢者まで、だれもがいつまでも安心して暮らせる、やすらぎのまち」

の割合が最も高くなっています。また、三連区では、「２．農業や林業など、地域

の資源を活かした産業が盛んなまち」（60.0％）の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.5%

34.3%

20.6%

19.6%

15.7%

41.2%

15.7%

8.8%

3.9%

27.5%

4.9%

12.7%

13.7%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．買い物に便利な、賑わいのあるまち

２．農業や林業など、地域の資源を活かした産業が盛んなまち

３．知名度が高く、全国から多くの人が訪れる、交流と観光のまち

４．出産、子育てをする環境が充実した、子育てしやすいまち

５．子どもたちの個性や生きる力を育む、教育のまち

６．子どもから高齢者まで、だれもがいつまでも安心して暮らせる、やすらぎのまち

７．医療や保健サービスが充実した健康のまち

８．災害に強く、事故や犯罪のない、安全なまち

９．道路や公園、公共的な施設が整備されたまち

10．豊かな緑に囲まれ、自然とともに暮らせる住環境の良いまち

11．情報・通信機能などのテクノロジーが導入された、最先端技術を活用するまち

12．さまざまな人々や団体が交流し、地域活動が盛んな、支えあいのまち

13．行政情報が十分に公開され、住民の声が反映される、官民協働のまち

14．その他

(ｎ＝102)

１．買い物に便利な、賑わいのあるまち 

２．  

３．  

４．  

５．  

６．  

７．医療や保健サービスが充実した健康のまち 

８．災害に強く、事故や犯罪のない、安全なまち 

９．道路や公園、公共的な施設が整備されたまち 

10．  

11．  

12．  

13．  

14．その他 
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■村がとるべき人口減少対策（問 23） 

 

○村が取る人口減少対策の方向について感じることを性別に見ると、男女とも「２．

人口減少を抑制するために、移住や定住促進の取組を進める」の割合が最も高くな

っています。 

○村が取る人口減少対策の方向について感じることを年代別に見ると、20歳代から40

歳代では「２．人口減少を抑制するために、移住や定住促進の取組を進める」の割

合が最も高くなっています。また、50 歳代では、「４．人口減少は止められないと

思うが、商業・観光の振興により、人口が少なくても賑わいのあるまちを目指す」

（35.3％）の割合が最も高くなっています。また、60 歳代では、「３．人口減少を

抑制するために、若者等の雇用の場の確保を進める」（33.3％）の割合が最も高く

なっています。また、70 歳代以上では、「５．人口減少は止められないと思うが、

人口が少なくても地域住民が互いに支え合える仕組みをつくる」（34.8％）の割合

が最も高くなっています。 

○村が取る人口減少対策の方向について感じることを居住地別に見ると、一連区と二

連区では「２．人口減少を抑制するために、移住や定住促進の取組を進める」の割

合が最も高くなっています。また、三連区では、「３．人口減少を抑制するために、

若者等の雇用の場の確保を進める」（33.3％）の割合が最も高くなっています。 

○前回（R２）調査結果との比較では「２．人口減少を抑制するために、移住や定住

促進の取組を進める」が 8.4 ポイント上昇、「５．人口減少は止められないと思う

が、人口が少なくても地域住民が互いに支え合える仕組みをつくる」が 3.3 ポイン

ト減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 37 - 

■力を入れるべき地域経済の安定化・活性化のための取り組み（問 25） 

 

○地域経済の安定化・活性化（産業振興）のための取組について男女とも「３．村の

自然・景観など地域資源を活かした観光産業の振興」の割合が最も高くなっていま

す。 

○地域経済の安定化・活性化（産業振興）のための取組について年代別に見ると、20

歳代では「２．生活の利便性を向上させるための商業の振興」（45.5％）の割合が

最も高く、30 歳代以上では、「１．６次産業化や平谷村ブランドなど新規産業の創

出」、「３．村の自然・景観など地域資源を活かした観光産業の振興」、「４．生

産性の向上への支援等による農業の振興」（40.0％）の割合が同数で最も高くなっ

ています。また 40 歳代から 70 歳以上の世代では「３．村の自然・景観など地域資

源を活かした観光産業の振興」の割合が最も高くなっています。 

○地域経済の安定化・活性化（産業振興）のための取組について居住地別に見ると、

一連区と二連区では「１．不便・不満は感じていない」の割合が最も高くなってい

ます。また、三連区では、「２．多少の不便・不満は感じているが、困るほどでは

ない」（40.0％）の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.4%

30.4%

47.1%

22.5%

4.9%

5.9%

0.0%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．６次産業化や平谷村ブランドなど新規産業の創出

２．生活の利便性を向上させるための商業の振興

３．村の自然・景観など地域資源を活かした観光産業の振興

４．生産性の向上への支援等による農業の振興

５．新たなサービス・事業の開始

６．今のままで良い

７．必要ない

８．その他

(ｎ＝102)

１．  

２．生活の利便性を向上させるための商業の振興 

３．  

４．生産性の向上への支援等による農業の振興 

５．新たなサービス・事業の開始 

６．今のままで良い  

７．必要ない 

８．その他 
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■力を入れるべき老後の安心への取り組み（問 26） 

 

○老後の安心への重要な取組について性別に見ると、男性では、「１．バリアフリー

など住宅環境整備への支援」、「２．健康寿命を伸ばすなど健康づくりへの支援」

（32.3％）の割合が最も高くなっています。女性では「４．高齢者を支える施設へ

の支援」（52.5％）の割合が最も高くなっています。 

○老後の安心への重要な取組について年代別に見ると、20 歳代と 70 歳代以上では

「４．高齢者を支える施設への支援」の割合が最も高く、30 歳代では、「３．生涯

活躍のための世代をつなぐネットワークづくりへの支援」、「４．高齢者を支える

施設への支援」（40.0％）の割合が同数で最も高くなっています。40 歳代では「３．

生涯活躍のための世代をつなぐネットワークづくりへの支援」（40.0％）の割合が

最も高く、50 歳代では、「２．健康寿命を伸ばすなど健康づくりへの支援」、「３．

生涯活躍のための世代をつなぐネットワークづくりへの支援」（35.3％）の割合が

同数で最も高くなっています。60 歳代では、「１．バリアフリーなど住宅環境整備

への支援」、「２．健康寿命を伸ばすなど健康づくりへの支援」（38.1％）の割合

が同数で最も高くなっています。 

○老後の安心への重要な取組について居住地別に見ると、全ての地区で「４．高齢者

を支える施設への支援」の割合が最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.5%

28.4%

24.5%

40.2%

8.8%

9.8%

1.0%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．バリアフリーなど住宅環境整備への支援

２．健康寿命を伸ばすなど健康づくりへの支援

３．生涯活躍のための世代をつなぐネットワークづくりへの支

援

４．高齢者を支える施設への支援

５．お墓への不安を解消するための支援（合葬など）

６．今のままで良い

７．必要ない

８．その他

(ｎ＝102)

１．バリアフリーなど住宅環境整備への支援 

２．健康寿命を伸ばすなど健康づくりへの支援 

３．  

４．高齢者を支える施設への支援 

５．  

６．今のままで良い  

７．必要ない 

８．その他 
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■力を入れるべき老後の安心への取り組み（自由記述・問 28） 

 

○観光振興について 

・ＳＮＳを活用してもっと村のことを発信すると良い 

・空き家を活用して、民泊や飲食店、コワーキングスペースにする 

・村内だけでなく南信州全体での連携 

・老朽化している温泉施設をアップデートしてほしい。 

・スキー場に替わる冬の観光の創設       等 

 

○ＩＣＴ、ＩｏＴ、ＡＩ等先端技術の導入について 

・村内の携帯電波の空白地帯を減らす 

・道の駅や店舗の情報が確認できる WEB ツールの導入（観光客向け） 

・ＩＣＴ等を利用した切れ目のない医療・介護の連携 

・リモートワークできる企業の誘致 

・ご高齢の方の見守りへの活用         等 
 

○生活・商業施設について 

・食品や日常生活用具の購入できるお店（コンビニ等） 

・村内の施設・店舗の有機的な繋がりの創出 

・運転できなくなったら届けてもらうか移動販売車 

・イベントの開催や受け入れを増やす。 

・新規事業主の発掘              等 
 

○交通問題について 

・車乗れなくなったときの通院、買い物が困る 

・乗り合いタクシー、村営福祉タクシーの導入 

・ワゴン車でも良いので、バスの本数を増やす 

・リニア新幹線駅から平谷村への直通バスの運行 

・駐車場情報をわかりやすく表示        等  
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（３）調査結果「地域幸福度（暮らしやすさと幸福感）」 

 

■地域幸福度（Well-being）指標とは 

○地域全体や住民の「暮らしやすさ」や「幸福感」といった感覚的な概念を可視化す

るための指標です。 

○統一の設問の回答をデジタル庁に登録し、そのフィードバックを受け取ります（以

下、一部抜粋）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

生活環境：子育て  公共空間 

     自然景観 自然災害 

地域の人間関係：多様性と寛容性 

自分らしい生き方：文化・芸術    

生活環境：事故・犯罪 自然の恵み 

地域の人間関係：地域とのつながり 

自分らしい生き方： 

自己効力感 健康状態 

生活環境：遊び・娯楽 

     環境共生 

自分らしい生き方： 

教育機会の豊かさ 

     雇用・所得 

生活環境：医療・福祉 買物・飲食 

     移動・交通 初等・中等教育 

     地域行政  デジタル生活 

自分らしい生き方：事業創造 

生
活
環
境
：
住
宅
環
境 

生活環境：都市景観 

【ブランドイメージが先行】 

強み×脅威（主観 50 以上、客観 50 未満） 

●住民は強みと感じているものの客観的に 

は弱い 

●やがて劣化していくおそれがある 

●根本的な仕組みの変化を検討することも必要 

【平谷村の強み】 

強み×機会（主観と客観の偏差値 50 以上） 

 ●平谷村の特徴 

 ●強みであり続けられるようにすると同時に、 

さらに強化し、成長につなげることも重要 

【気づいていない潜在的な強み】 

 弱み×機会（主観 50 未満、客観 50 以上） 

 ●客観的には強みであるが、住民には認識 

されていない 

 ●ずっといると当たり前になることや、 

先入観があることで、気づかないこと 

が多い 

 ●積極的に知ってもらうことで、認識が 

変わる可能性がある 

【平谷村の課題】 

 弱み×脅威（主観と客観の偏差値 50 未満） 

 ●対策していくために大きな投資が必要 

 ●どの課題に対してお金や人を投資して重 

点的に対策すべきかを見極めていくこと 

が重要 



- 41 - 

■村の暮らしやすさ（問２） 

 

○平谷村での暮らしの「幸せ度」     ○平谷村での暮らしの「満足度」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域の方の暮らしの「幸せ度」     ○５年後の暮らしの「満足度」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

より詳細なアンケート結果と分析については、「むらづくりに関するアンケート調査報

告書」をご覧ください。 
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第２章 
基本構想 
 

 

 

 

 

１．基本構想について 

２．将来像 

３．将来展望⼈⼝（平⾕村⼈⼝ビジョン） 

４．基本計画（重点戦略）体系 
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１．基本構想について 

 

基本構想とは、「村のまちづくりに対する基本的な政策を示したもの」です。第６次平

谷村総合計画の計画期間である令和８年度から令和 17 年度の 10 年間において、平谷村の

目指すべき将来像やまちづくりに対する基本的な政策により構成されています。 

 

 

２．将来像 

 

まちづくりの普遍的なテーマを実現するため、平谷村の目指すまちの将来像を 

 

 

 

と定めます。 

 

平谷村は、標高 920ｍの高原にある人口約 400 人の小さな村です。このまちは、小さく

ても魅力が重なっています。人気の温泉やスキー場を中心に、村の訪問を選ばれるよう観

光振興を図ります。さらに、特に子育て世代にむけて Ｕ・Ｊ・Ｉターン振興策を実施し、

「田舎でのんびり子育てしたい」「多少不便でも豊かで穏やかな環境を優先したい」等の

想いを持つ移住希望者を募り、定住人口を少しずつ増やしていき、小さい集落であること

を活かした、住みやすく、子育てしやすい村になることを目指します。 

 

  

人がつながり、暮らしが続く平谷村 
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３．将来展望人口（平谷村人口ビジョン） 

 

（１）国の人口見通し 

 

■人口減少・少子高齢化の進行 

令和に入り、全国的に人口減少・少子高齢化が一層進行し、特に地方においては、今後

も加速すると予想されており、地域社会や経済活動の担い手不足、社会保障費の増大、税

収の減少等への影響が懸念されています。 

また、地域コミュニティの衰退や住民自治機能の低下、さらには地方自治体の存続その

ものが危ぶまれています。 

こうした中、少子化対策と地方への若者の移住・定住に向け、国を挙げて地方創生に取

り組み、令和７年６月には、政府により「地方創生 2.0 基本構想」が発表されました。 

また、働き方改革やリモートワークの普及、ＡＩ・ロボット・ドローンの一般化、イン

バウンド客の急増等の平谷村にも影響する新たな考え方や技術が注目され、地方への本社

機能の移転や移住の動きも見られます。これと合わせ、地域リーダー等の人材育成と持続

可能な仕組みづくりも進める必要があります。 

他方では、人生 100 年時代といわれており、生涯にわたり活躍できる社会の実現が求め

られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本の将来推計人口 

 出典：内閣府「令和７年度版高齢社

会白書」 



- 46 - 

（２）平谷村の人口見通し 

 

■総人口は、1980 年以降では 2000 年に 712 人でピークを迎えてから、減少が続いてお

り、2020 年には 387 人と 2000 年と比較して 325 人（45.6％）減少しています。 

■年齢３区分別にみると、３区分ともに減少し、中でも減少割合が最も大きいのは年少

人口で、2000 年 135 人から 2020 年には 46 人と約３分の１となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢別人口（人口ピラミッド・次ページ）をみると、2000 年から 2020 年にかけて、

男女ともに０歳代から 30 歳代、そして 65 歳以上が大きく減少しているほか、全ての

世代にわたり、減少が見られます。 

■全国では、高齢者の人口が増えて、それ以外の人口が減少することにより、高齢化率

が高くなる傾向にありますが、本村では高齢化率は郡内でも低い値となっており、人

口全体の減少による労働力不足や将来のさらなる人口減少が、最も大きな問題となり

つつあります。 
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（３）人口ビジョンの検証及び修正 

①人口の比較 

人口ビジョンの令和２年における人口 467 人に対し、令和２年国勢調査の人口は 387 人

で、人口ビジョンを 80 人下回っています。また、2025 年４月１日現在の住民基本台帳人

口は 367 人で、人口ビジョンの値 447 人と比べて、同じく 80 人下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自然動態 

出生数は大きく減少していますが、合計特殊出生率は年により増減があるものの、全国

より高く、長野県とほぼ同じ水準で推移しています。出生数の減少は、若い世代の減少が

大きな要因と見られます。 

合計特殊出生率は、人口ビジョンの目標 1.84 に対し、2018－22 年の実績は 1.44 とな

っています。 
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男性は、未婚率が 2000 年以降 2020 年まで上昇傾向にあります。また、有配偶者は 2000

年の 35 名から 2020 年は 10 名と減少傾向にあります。 

女性は、未婚率が年によって増減しており、最新の 2020 年では、56.7％まで上昇して

います。人口減少に伴い、有配偶者数は減少傾向にあります。有配偶者は 2000 年の 44 人

から 2020 年には 10 人まで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③社会動態 

年齢３区分別にみると、男性の純移動数の推移は、2005→2010 年の移動と比較して

2015→2020 年は、全体的に純減幅が縮小しています。特に 2005 年には５歳階級ごとにマ

イナス８人、マイナス 10 人といった大きなマイナス幅の箇所がありましたが、2015 年に

は最大でマイナス５人までに抑えられています。 

女性の純移動数の推移は、2005→2010 年と 2015→2020 年を比較して、若年層から 40

歳までの各年齢では変化の大きな差はありません。20 代後半の純減数の縮小に見られるよ

うに、全体的に純減の幅は概ね縮小傾向にあります。 
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④設定値の比較 

人口ビジョン策定時の社人研準拠推計値と直近の社人研準拠推計値（令和５年 12 月発

表に基づく）を比較すると、直近の推計値は、人口ビジョン策定時の推計値と比べて、

2025 年には大きく下回り、その後も人口ビジョン策定時の推計値を下回る推計値となって

います。 

高齢化率の推移を比較すると、2020 年以降、当初の推計値よりも低く抑えられた推計値

となっています。 

 

■国勢調査人口基準と住民基本台帳人口基準による人口推計の比較（自然体推計） 

 
2020 年 

（2019 年） 

2025 年 

（2024 年）

2030 年 

（2029 年）

2035 年 

（2034 年） 

国勢調査 387 人 325 人 275 人 239 人 

住民基本台帳 399 人 372 人 306 人 258 人 

※住民基本台帳人口の年は（  ）。青掛けの箇所は実績値。 

※国勢調査は 2020 年まで実績、2025 年以降推計値。住民基本台帳は 2024 年まで実績、

2029 年以降推計値。 

※国勢調査の推計値は、国立社会保障人口問題研究所による。住民基本台帳の推計値は、社

人研推計に使用された出生率、生残率、純移動率を仮定値として推計。 
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⑤想定値の修正 

社人研推計 

平谷村第２次人口ビジョン目標値と社人研推計値の比較 

 
2015 年 

（平成 27 年）

2020 年 

（令和２年） 

2025 年 

（令和７年） 

2030 年 

（令和 12 年）

2035 年 

（令和 17 年）

①人口ビジョン 

（令和２年３月） 
484 人 467 人 447 人 433 人 423 人 

②社人研準拠推計 

（前回人口ビジョン

策定時） 

484 人 434 人 390 人 355 人 328 人 

③社人研最新推計 

（令和５年 12 月） 
484 人 387 人 326 人 273 人 241 人 

青掛けの箇所は実績値。 

 

 

住民基本台帳人口基準による人口推計（目標人口） 

2024 年の住民基本台帳人口を基礎として、社人研推計に準拠した推計値と、政策

（グラフ下の枠内の条件）反映による目標人口を比較した場合、10 年後の 2035 年

（2034 年）時点では、前者が 276 人に対し後者が 350 人と 74 人（前者を基準として

26.8％）差が発生します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

合計特殊出生率：1.9 を実現（平谷村：1998-2002 年 1.78、2018-22 年 1.44） 

純移動率：2025 年と比較し、５年後に転出超過を 60%(-40%)、転入超過を 180%(+80%) 

     2025 年と比較し、10 年後に転出超過を 25%(-75%)、転入超過を 250%(+150%) 
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■目標人口達成に向けての目標 

①出生数の増加 

０～４歳人口 2029 年 1 歳あたり 

自然体推計 10 人 2.0 人 

政策反映による目標 13 人 2.6 人 

 

●希望する結婚・妊娠・出産をかなえることができるための支援 

●子育てしやすい環境づくり 

●子育てにかかる経済的負担の軽減 

●婚活等出会いやマッチング事業の導入 

 

②定住・移住の促進 

 若者世代 

2024⇒2029 年の 

社会増減 
自然体推計 

政策反映に 

よる 

目標変動数 

自然体推計と 

目標変動数の差 

合計 
経過 1 年 

あたり 

15-19 歳 －７人 －３人 ＋４人 ＋0.8 人 

20-24 歳 ＋４人 ＋８人 ＋４人 ＋0.8 人 

25-29 歳 －１人 ＋２人 ＋３人 ＋0.6 人 

15-29 歳合計 －４人 ＋７人 ＋11 人 ＋2.2 人 

●若者の定住・移住促進 

●子育て世帯の転入促進 

●大学卒業後の U・J・I ターン促進 

●魅力的なしごとの創出 

●結婚数の増加による平谷村への定着支援 

 

 高齢者世帯 

2024⇒2029 年の 

社会増減 
自然体推計 

政策反映に 

よる 

目標変動数 

自然体推計と 

目標変動数の差 

合計 
経過 1 年 

あたり 

55-59 歳 －７人 15 人 ＋22 人 ＋4.4 人 

60-64 歳 －３人 －16 人 －13 人 －2.6 人 

65-69 歳 －21 人 －14 人 ＋７人 ＋1.4 人 

55-69 歳合計 －31 人 －15 人 ＋16 人 ＋3.2 人 

●定年後の定住促進 

●生涯現役支援 

●地域コミュニティでの活躍促進 

●買い物や医療環境の改善等高齢になっても暮らしやすい環境づくり 
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４．基本計画（重点戦略）体系 

 

 

 

 

①若者や女性にも選ばれるむらとなるための社会変革・意識変革 

②魅力ある働き方・職場の創出 

③むらに愛着を持ち、むらで活躍する人材の育成 

④多様な人々が活躍する地域社会の実現 

⑤社会の情勢変化に適応可能な将来を見据えた村のサービス拠点づくり 

⑥交通・医療・介護・子育て等生活必需サービスの維持・確保 

⑦将来を考えたまちづくり 

⑧災害から村を守るための防災力強化 

⑨地域の防犯力強化と地方消費者行政の充実・強化 

 

 

 

 

 

①施策の「新結合」：多様な地域資源の一体的な高付加価値化 

②人材の「新結合」：多様な主体の連携による地域の支援体制の構築とイノベーティブ

な人材の呼び込み 

③技術の「新結合」：ＡＩ・デジタル技術等の組合せ 

④「新結合」を生み出す取組 

 

 

 

 

 

①関係人口の量的拡大 

②地方における高等教育の充実 

③企業の機能の地方分散 

 

  

基本方向１：安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生 

基本方向２：稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生 

～地方イノベーション創生構想～ 

基本方向３：人や企業の地方分散 

～産官学の移転、都市と地方の交流等による創生～ 
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①ＧＸ・ＤＸ時代の新たな産業集積の形成に向けたインフラ整備 

②デジタル・新技術の社会実装 

③デジタル技術の利活用に向けた環境整備 

 

 

 

 

①自治体エリアを超える広域リージョン連携の枠組みの創設 

②広域連携でのインフラ管理の推進 

③道路やリニア新幹線等の交通ネットワークの整備 

④広域地方計画等に基づく「シームレスな拠点連結型国土」の実現 

 

  

基本方向４：新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用 

基本方向５：広域リージョン連携 
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第３章 
基本計画 
 

 

 

 

 

１．実現すべき重点⽬標・重点指標 

２．基本⽅針・ＫＰＩ 
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１．実現すべき重点目標・重点指標 

 

（１）実現すべき重点目標 

 

基本構想を実現するために、５つの実現すべき重点目標を設定しました。これは村役

場や関係機関の全体で分野を越えた連携による取組により達成されるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現すべき重点目標は分野を越えて目指すべき目標です。これらは、国の「地方創生 

2.0 基本構想」の基本目標の５本柱である、「安心して働き、暮らせる地方の生活環境

の創生」「稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーショ

ン創生構想～」「人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による

創生～」「新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用」「広域リ

ージョン連携」という要素を網羅したうえで、平谷村の地域特性に合致したものを設定

しています。 

また、平谷村第２期総合戦略で取り上げられた実現すべき目標も一部に含めています。

一つの分野でも、関連する実現すべき重点目標は多岐にわたります。 

 

  

安心して働き、 

暮らせるまちの生活環境の創生 

稼ぐ力を高め、付加価値 

創出型の新しい 

「むら経済の創生」 

関係人口の 

量的拡大 

・質的向上 

広域リージョン 

連携の活用 

新時代のインフラ整備と 

ＡＩ・デジタルなどの 

新技術の徹底活用 
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（２）重点指標 

 

実現すべき重点目標達成の指標として３つの「重点指標」を設定しています。これは

地方創生に関する最重要ＫＰＩを兼ねています。第６次平谷村総合計画の計画期間終了

時、もしくは中間計画見直し時にはこの目標が達成されるように、全分野の力を合わせ、

総合力・魅力を高めていきます。 

 

なお、①年少人口比率の増加は、客観（統計指標）から、②と③は住民の主観（住民

指標）から設定します。 

 

①年少人口比率の増加 

年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15 歳～64 歳）、老年人口（65 歳以上）の年齢

３区分のうち、主に将来のまちづくりの中核を担う年少人口の割合の指標 

 

令和７年度（2025 年度）実績 6.17％ 

令和 12 年度（2030 年度）目標 6.40％ 

令和 17 年度（2035 年度）目標 6.75％ 

 

②むらづくりに関するアンケート調査において、「わがむら」といった愛着を感じる人

の割合 

本計画の策定に向け実施した、むらづくりに関するアンケート調査で実施した「あなた

は、平谷村に「わがむら」といった愛着を感じていますか。」の設問において、１．愛着

を感じている、から５．愛着を感じていない、までの５段階のうち、「１．愛着を感じて

いる」と「２．どちらかといえば感じている」を選んだ人の割合の指標 

 

令和７年度（2025 年度）実績 76.0％ 

令和 12 年度（2030 年度）目標 80.0％ 

※参考：令和元年度（2019 年度）は 62.8％ 

 

③むらづくりに関するアンケート調査における「幸せ」の程度（点数）の平均点 

国が示す「Well-being」（地域幸福度）の考え方に基づき、本計画の策定に向け実施し

た、むらづくりに関するアンケート調査で初めて実施した「あなた自身の幸福度」の設問

において選択された、０（とても不幸）から 10（とても幸せ）までの 11 段階の数字の平

均値の指標 

 

令和７年度（2025 年度）実績 6.17 ポイント 

令和 12 年度（2030 年度）目標 6.50 ポイント 
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（３）総合戦略 

 

平谷村の総合戦略は、国の「地方創生 2.0 基本構想」における、「新しい日本・楽し

い日本」を創り出していくための「政策の５本柱」の趣旨等を踏まえ、施策の効果的な

展開を図ります。 

 

地方創生 2.0 では、当面は人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面から受け

止めたうえで、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機能させる適応策を講じてい

く、としています。 

 

本村総合計画においては、「定住促進」を重点課題として位置づけ、村内事業におけ

る雇用の維持・拡充、企業誘致や観光産業の振興等による新たな雇用創出を図るととも

に、子育て関連・学校教育関連施策の充実、福祉サービス・生活基盤の充実等「住みた

い」「住み続けたい」場として、また「訪れたい」場としての魅力向上に積極的に取り

組んでいます。 

 

この方向性を踏まえ、本村の資源を最大限に活用しながら、人口減少に歯止めをかけ、

地域経済力を高める具体的かつ効果的な取組をより積極的に推進し、本村の創生を果た

します。 

 

この戦略的取組を、村民、地域、団体、企業、行政等が共有し、それぞれが主体性を

もちながら、課題解決と成果をもたらす新たな施策を展開していくことが重要であり、国の

支援制度を積極的に活用し、県や近隣自治体とも連携して取り組んでいくものとします。 
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２．基本方針・ＫＰＩ 

 

（１）平谷村総合戦略について 

 

■平谷村総合戦略は、総合計画の施策や事業のうち、人口減少対策に特化し、分野横断

的に効果を発揮するものを位置づけた行政計画です。 

 

■平谷村では、これまで、国の「まち・ひと・しごと総合戦略」を踏まえ、令和元年度

に第２期平谷村総合戦略を策定し、その取組を進めてきました。 

 

 

（２）平谷村第２期総合戦略が目指したまちの姿 

 

■平谷村第２期総合戦略の基本目標は、 

「みんなで支える 子育て安心戦略」、 

「未来を担う 人材定着戦略」、 

「しごと創生 賑わいのある むらづくり戦略」、 

「時代に対応した 持続可能な 地域づくり戦略」の４点です。 

 

■若者をまちに呼び込むことにより、経済の活性化や生活サービスの充実、住民の負担

軽減につながり、結果として子どもから高齢者まで、全ての住民にとって便利で快適

な暮らしやすいまちになるという考え方に基づき、魅力ある仕事づくりや、子育ての

しやすい環境づくり、便利で安全なまちづくり等、若者の移住・定住を促す環境づく

りに取り組んでいます。 

 

 

（３）平谷村第６次総合計画との関係性 

 

■総合戦略と総合計画は、共通した課題に人口減少対策を掲げており、２つの計画が相

互に作用し合いながら、政策、施策の効果を高める関係性にあります。 

 

■第１期総合戦略から継続する「しごとをつくる」取組の推進を継続することが、第６

次総合計画における、まちの「たくましさ」や「活力と魅力があふれる 稼げるまち」

の推進につながります。 
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（４）総合戦略に組み込む総合戦略項目 

 

平谷村第６次総合計画（基本計画）における、現行の平谷村総合戦略の施策展開との

関係を以下に示します。 

 

総合計画 総合戦略 

1 

未
来
を
見
据
え
た
魅
力
的
な
「
し
ご
と
」
づ
く
り 

1-1 
観光振興

計画 

基本目標３ 
しごと創生 賑わいのあるむらづくり戦略 

 ～知名度と賑わいから地域経済の活性化を図る～ 

３－１－① 
平谷村の総合的情報発信の強化と地域産業の安定と活

性化 

３－１－② 観光の振興と充実 

３－２－③ 第一次産業担い手育成 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－③ 郷土への愛着や誇りを育む 

1-2 

農林水産

業振興計

画 

基本目標３ 
しごと創生 賑わいのあるむらづくり戦略 

 ～知名度と賑わいから地域経済の活性化を図る～ 

３－１－① 
平谷村の総合的情報発信の強化と地域産業の安定と活

性化 

３－１－② 観光の振興と充実 

３－２－③ 第一次産業担い手育成 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－③ 郷土への愛着や誇りを育む 

1-3 
商工業振

興計画 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－３－③ 
ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の

育成 

基本目標３ 
しごと創生 賑わいのあるむらづくり戦略 

 ～知名度と賑わいから地域経済の活性化を図る～ 

３－２－④ 仕事に就くための支援 

３－２－⑤ 産業振興に寄与する「知の拠点」の形成 

1-4 

働きやす

い職場環

境づくり 

基本目標１ 
みんなで支える子育て安心戦略 

 ～こどもの成長を地域で見守る～ 

１－２－⑤ 仕事と家庭の調和の実現 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－１－① 移住・定住につながる関係人口の増大 

２－２－② 自然の音と風を感じるオフィス構想 

基本目標３ 
しごと創生 賑わいのあるむらづくり戦略 

 ～知名度と賑わいから地域経済の活性化を図る～ 

３－２－④ 仕事に就くための支援 

  



- 61 - 

総合計画 総合戦略 

2 

交
通
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
拡
充 

2-1 

交通ネッ

トワーク

の充実 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－⑤ 公共施設等の利活用と整備の推進 

2-2 
公共交通

の充実 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－⑥ 地域連携による経済・生活圏の形成 

2-3 
通信環境

の充実 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－２－② 自然の音と風を感じるオフィス構想 

２－３－③ 
ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の

育成 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－⑦ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用 

3 

健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
福
祉
の
充
実 

3-1 
医療体制

の充実 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－④ 村民の元気づくり 

４－１－⑥ 地域連携による経済・生活圏の形成 

3-2 
健康づく

り計画 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－④ 村民の元気づくり 

3-3 
みんなの

福祉推進 

基本目標１ 
みんなで支える子育て安心戦略 

 ～こどもの成長を地域で見守る～ 

１－１－② 子ども・子育て支援の充実 

１－１－③ 無理のない子育てへの経済的支援の充実 

１－２－④ 子どもの健やかな成長のための支援 

１－２－⑤ 仕事と家庭の調和の実現 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－④ 村民の元気づくり 

4 

安
心
安
全
な
快
適 

 

環
境
の
村
づ
く
り 

4-1 
生活環境

整備計画 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－⑤ 公共施設等の利活用と整備の推進 

4-2 

安心安全

な村づく

り 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－② 地域防災の強化 

  



- 62 - 

総合計画 総合戦略 

5 

む
ら
は
心
豊
か
に
す
る
学
び
舎 

5-1 
学校教育

の推進 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－３－③ 
ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の

育成 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－③ 郷土への愛着や誇りを育む 

5-2 

社会教育

と生涯学

習の推進 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－３－③ 
ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の

育成 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－④ 村民の元気づくり 

４－１－⑤ 公共施設等の利活用と整備の推進 

6 

効
率
的
な
行
財
政
運
営
と
協
働
の
村
づ
く
り 

6-1 
行財政計

画 

基本目標１ 
みんなで支える子育て安心戦略 

 ～こどもの成長を地域で見守る～ 

１－１－① 結婚に向けたサポートと自然あふれる定住の情報発信 

基本目標２ 
未来を担う人材定着戦略 

 ～ひととの関わりを力にかえる～ 

２－１－① 移住・定住につながる関係人口の増大 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－⑤ 公共施設等の利活用と整備の推進 

４－１－⑥ 地域連携による経済・生活圏の形成 

４－１－⑦ ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用 

6-2 

協働・連

携による

豊かな村

づくり 

基本目標１ 
みんなで支える子育て安心戦略 

 ～こどもの成長を地域で見守る～ 

１－１－① 結婚に向けたサポートと自然あふれる定住の情報発信 

基本目標４ 
時代に対応した持続可能な地域づくり戦略 

 ～ちいきをつくり、安全・安心な暮らしを守る～ 

４－１－① 自治会の充実や体制の強化 

４－１－⑥ 地域連携による経済・生活圏の形成 
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（５）基本方針とＫＰＩ 

 

１．未来を見据えた魅力的な「しごと」づくり 
 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●リニア中央新幹線や三遠南信自動車道開通等、大都市圏から本村へのアクセスの改善

を契機として、既存の村内の観光資源をより魅力あるものにして、観光入込客数の減

少傾向を食い止め、再び増加させます。また同時に観光客の客単価を上昇させます。 

●長期休暇、団塊の世代の退職者に対応し、温泉と高原の立地を生かし健康保養地づく

りを進めます。観光客の多様なニーズに対応できるサービス体制の強化と、ソフト事

業による既存施設の活用に取り組みます。農商工連携で就業の場の確保、若者定住の

促進、さらに体験学習等で誘客を図り都市住民と交流し、滞在型観光で消費額の拡大

を図り、地域の基幹産業として観光産業を一層振興させます。 

●山村体験施設、遊歩道、公園等を整備するとともに既存施設の維持修繕を実施し、周

辺景修や観光施設を充実させ、観光農園、農林業体験、伝統料理作り体験等都市近郊

では得られないもの、信州の高原を生かしたもの等を目指し、自然に近い体験メニュ

ーの充実と観光コーディネートの人材育成を行う等観光施設を利用したソフト事業を

充実させます。また、村観光協会が中心となって観光事業強化を図ります。 

●観光客に喜ばれるおもてなしができるソフト面を充実させます。特に、インバウンド

（外国人観光客）が訪れやすい環境の構築検討や、長期滞在型、年間を通して訪れる

観光地となることを目指し、魅力ある観光事業を計画し、魅力ある観光地づくりを推

進します。 

●グリーンツーリズムやファミリービレッジ等の「田舎暮らしを楽しむ」農家民泊やレ

ジャー等を導入します。 

●観光面での平谷村ブランドが広く知れ渡るよう、インバウンドを含めた情報発信の重

要性を見つめ直し、メディア戦略を充実させます。 

●観光にまつわる住民意識を向上し、観光業従事者や観光ボランティアと一体となった

「おもてなし」を行います。 

 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 

平谷村ホームページの年間アクセ

ス数（公式及び観光協会のアクセ

ス数） 

172,422 件 

(R1) 

127,932 件 

(R6) 

200,000 件 

(R11) 

統計 

（継続） 

滞在人口数（観光地利用者統計

「宿泊者数」より） 

9,000 人 

（R1） 

6,223 人 

(R6) 

10,000 人 

(R11) 

１－１ 観光振興計画 該当する 
SDGs のゴール 
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統計 

（新規） 

観光地消費額（観光地利用者統計

調査結果の「平谷高原」と「信州

平谷温泉」の合計値） 

441,608 

千円 

（R1） 

305,545 

千円 

（R6） 

350,000 

千円 

（R11） 

統計 

（新規） 

観光延利用者数（観光地利用者統

計調査結果の「平谷高原」と「信

州平谷温泉」の合計値 

2,218 百人 

（R1） 

1,649 百人 

（R6） 

2,000 百人 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 

 

観光振興の推進 

●高原の自然を活かした平谷村の観光業は、村の中心産業となっています。 

●平谷村には、「平谷温泉ひまわりの湯の泉質」を筆頭に、南信地域でも胸を張れる観

光面での魅力があります。しかし、十分な広報ができていない側面があります。 

●本村においては、平谷高原スキー場（昭和 60 年 12 月開業）、温泉施設ひまわりの湯

（平成６年７月開業）、道の駅信州平谷（平成７年12月開業）、そして、平谷湖フィ

ッシングスポット（平成15年開業）が、観光が主力産業である本村の中心となってい

ます。 

●温泉施設は平成６年に開業し、最も利用者の多い平成８年には年間約38万人、平谷高

原の 15 万人と合わせて、合計 53 万人の観光客の入込みがありましたが、数年間で近

隣に類似施設がオープンしたこと等の理由により、令和６年の観光客は、温泉が13万

人、平谷高原が３万人の合計約 16 万人と減少しています。 

●消費額でみると、平成 15 年には６億 5,941 万円だったものが、令和６年には３億 554

万円と減少しています。 

 

【課題１：魅力ある観光施設の整備と平谷ブランド構築】 

●既存観光施設は設置、開業より時間がたち、老朽化や陳腐化が見られます。 

●平谷村の知名度を上げることから開始する必要があります。 

●現在実施しているイルミネーションイベント、ゲレンデを活用したキャンプの継続し

た実施と、駐車場を開放したイベント、雪まつり等について、継続的な広報や内装の

刷新、看板等の案内の充実が必要です。 

●住民参画の村おこしイベント等のソフト事業により村を盛り上げ、「都市には山村の

ゆとり」を「山村には都市の活力」をもたらし合う活性化策が求められています。 

●口コミが最も信頼される最近の観光事情もあり、近隣観光施設との差別化を図るうえ

でも、サービス・接客面の向上を図る必要があります。 

●インバウンド向け観光ＤＸの導入及び推進や外国語話者の雇用、ボランティア起用、

観光施設等での外国語表記の導入により、インバウンド客の受入れ対応を進める必要

があります。 

●既存のコテージを活かしつつ、新たにスキー場のゲレンデを活用したキャンプ場の開

設等の新しい試みも導入している。 

 

 

●「より自然と近く、自然と遊ぶ」をキーワードに、恵まれた自然環境を生かし信州の

高原平谷ならではの観光を行います。 

●観光施設の優先すべき修繕や改善点を明確にし、計画的に取り組みます。 

●平谷村が置かれている観光面での客観的な評価を把握、分析する必要があります。そ
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のうえで、「交流人口」の増加を目的として、本村に興味・関心を持たれるよう、適

切な情報発信を行います。 

●イベントや誘導看板等ソフト面の、観光客目線での充実化を図ります。 

●経験に頼らない、接遇面のサービス向上施策を案内、紹介し、観光客の接遇印象を上

昇させます。 

●スタッフの研修教育、インストラクターの人材育成等に積極的に取組むとともに、体

験メニューの開発をはじめとした魅力ある観光メニューのコーディネート機能、誘客

のプロモーション機能の充実を図ります。 

●平谷村ものづくり産業等振興事業において、以下のような給付金等の支援を行ってい

ます。 

１、雇用・担い手支援事業 

青年就農給付金事業（経営開始型） 

青年就林給付金事業（経営開始型） 

青年就業給付金事業（経営開始型） 

青年就業交付金事業（職員雇用型） 

２、人材育成事業 
ものづくり産業研修・資格取得支援事業（担い手型） 

ものづくり産業研修・資格取得支援事業（職員雇用型） 

３、ものづくり支援事業 
新分野進出・規模拡大等支援事業 

新商品開発等支援事業 

４、企業立地支援事業 

企業等の新たな立地支援事業（事業場施設設置奨励措置）

企業等の新たな立地支援事業（雇用助成） 

企業等の新たな立地支援事業（村有地無償貸付） 

５、移住支援事業 
移住支援事業（社宅等整備支援型） 

移住支援事業（村有住宅貸付型） 

 

 

【課題２：滞在型・体験型・回遊型観光への進化】 

●最近の観光は、小グループや個人での体験、学習が重要視されており、都市近郊では

得られないもの、信州の高原を生かしたもの等、自然に近い体験型の観光が求められ

ている中で、自然や農林体験等の案内人の養成や観光農園の体験メニューの充実等の

観光コーディネート機能が必要となっています。 

●観光客、消費額の減少傾向の中、現在は観光ニーズの多様化への対応、日帰り型に加

えて滞在型をどう伸ばしていくか、観光客一人当たりの消費額をどう伸ばしていくか、

近隣市町村の観光施設とのネットワーク化及び共存の検討、また、土、日に集中する

入込を平日に分散させる等、転換期における多くの課題があります。 

●郷土料理の提供は、地元食材の安定的な供給、仕入れ、提供者側の意識改善が必要で

す。生産者の高齢化や減少による生産量の減少は避けられませんが、新規就農者等の

確保が必要です。 

●宿泊施設、食事施設等観光施設のバリアフリーへの一層の対応が必要です。 

●南信地域では、自転車やバイクでの旅行やツーリングも人気がありますが、本村では

現在、それらの対応が不十分です。 

●村の年中行事は、過疎化の進行と少子化等により行事を維持することが困難となって

います。伝統ある行事をいかにして後世に残すかが大きな課題です。 

 

 

●宿泊、観光客からの要望がある「郷土料理の提供」を含む食事、農業体験、レジャー
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等の村内での消費を増加させる中長期的な施策を検討します。 

●郷土料理、農産物等の村内の観光面の魅力向上につながるモノ、コトを発掘します。 

●南信州観光公社、近隣市町村等と回遊型・周遊型の観光施策を検討します。 

●村有施設についてはバリアフリー化の推進を図り、民間施設についてはその促進を図

ります。 

●ツーリングコースの整備、紹介等、自転車ツーリスト、バイク旅行者にも対応できる

観光施策の検討が必要です。 

●伝統行事を知る人たちに話を聞くとともに、行事を再現する場所の整備や村の伝統文

化を認識し、後継者の育成を図ります。地域文化に関する文献として残すことや、写

真や実物で再現できるものは復旧して伝統を伝承します。 

●近年の気温上昇に伴い、観光内容及び提供農産物の変化について検討を図ります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①：観光施設の充実 

・観光施設の維持修繕 

・観光農園・収穫体験施設の拡充 

・登山道・遊歩道・コテージ・キャンプ場等の整備 

・観光地公衆無線ＬＡＮの充実 

・ものづくり産業等振興事業による人材の育成と確保 

 

②：魅力あるイベントの開催 

・イルミネーションイベント、夏季におけるスキー場を利用したイベント、厳しい冬

季気候を活用したイベントの開催 

・知名度を高めるイベントや体験コンテンツの検討・支援 

・村内イベント（珍珍幕府・イルミネーション・アイスキャンドル）等の集客増加策

の検討 

・子どもたちの伝統行事への参加と存続 

・村行事への協力、盛り上げる団体の育成 

・伝統行事、イベント等のデジタルアーカイブ 

・ふるさと納税者への特別なイベント等の情報発信 

 

 ③：観光客の一人あたりの消費額を増やす施策 

・観光客からの要望がある「郷土料理の提供」 

・完熟、朝採り野菜、エコファーマー・無農薬野菜等の直接販売 

・地元の素材を生かした特産品の開発とそのための新規就農者の確保 

・村及び観光協会 、観光施設のホームページのリニューアル 

・ＰＲ用コンテンツ制作と配信 

・観光案内所等、観光事業への支援 

・高嶺山・大滝等観光地を利用した滞在型観光事業への支援 

・観光資源の再発掘、整備 

 

④：体験型観光のメニューによる滞在型観光の実現 

・自然・農林業の体験メニューづくり観光コーディネートの人材育成 

・登山・山林体験・農業体験・山菜取り体験・郷土料理作り体験の導入 
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・平谷ならではのとうもろこし・高原野菜等の観光農園や収穫体験の導入 

・村内文化財・史跡の案内人の育成 

 

⑤：景観の整備 

・花木の植栽 

・高嶺山・上野公園・大滝・登山道・観光地周辺整備 

・文化財・史跡周辺整備 

・住民の景観保全に関する意識の醸成 

 

ＤＸの導入・構築 

●ホームページでの効果的・タイムリーな観光告知の実施 

●村内での観光情報へのアクセスの改善 

●村内での非接触型決済やスマホ端末を使用した観光施策の導

入 

 

 

【関連計画】 

●平谷村ものづくり産業等振興条例 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●３－１－① ：平谷村の総合的情報発信の強化と地域産業の安定と活性化 

●３－１－② ：観光の振興と充実 

●３－２－③ ：第一次産業担い手育成 

●４－１－③ ：郷土への愛着や誇りを育む 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●「平谷村の野菜」というブランドの認知度を高めます。また高付加価値の野菜の安定

供給を行える体制を構築します。 

●高原野菜の栽培や収穫体験等、農作業そのものを観光の商品とする体験型観光コンテ

ンツの開発を検討するとともに、とうもろこしをはじめとする高原野菜を訪れる観光

客へＰＲし、自然と農業が魅力ある観光資源として機能するような事業を推進します。 

●農山村における自然環境、美しい景観、文化、コミュニティ等を維持保全し、その多

面的機能の発揮を図ります。 

●森林の有する多面的機能が村民共有の財産であることが認識され、その機能が適切か

つ十分に発揮されています。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（新規） 

農業産出額（市町村別農業産出

額） 
 

5.0 千万円 

(R5) 

5.5 千万円 

(R11) 

統計 

（継続） 

第一次産業への新規就業者数

（ものづくり振興条例による目

標値） 

４人 

（H27～R1） 

３人 

（R2～R6） 

３人 

（R7～R11）

 

 

【施策推進の背景】 
 

農業振興の推進 

●村内の農用地の総面積は 23ha であり、農業経営体数は 19 で、そのうち専業農家は 4

戸、大部分は兼業農家です。多くの専業農家は厳しい経営条件にあります。農家の大

部分は、林業その他の産業との兼業です。 

●高原の冷涼な気候が、一部の野菜栽培に適しています。 

●畑についてはとうもろこしを主な作物としてそ菜類を作付けしていますが、自家消費

がほとんどで経営規模は零細で所得水準も極めて低くなっています。その他のそ菜に

ついては自家用に供され収入は少ない状況です。 

●とうもろこしやキャベツ等一部の野菜が地域ブランドとなりつつあります。 

●中京圏に近く、物流に有利な立地環境にあります。 

●平谷リゾートでは、地酒「ござねぶり」も製造しています。 

 

【課題１：農業経営の持続的維持】 

●生産者組織を核として、進行する高齢化の中での生きがい対策として、高原の気候を

活かした農産物を生産し、消費者の需要を見極め、６次産業化による効率的な特産品

の生産等により、農業による収入の増加を図ることが必要です。 

●地域特産品の生産者が減少しています。 

１－２ 農林⽔産業振興計画 該当する 
SDGs のゴール 
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●鳥獣により農作物被害が多発しており、生産意欲の低下と高齢化、人口減少等による

担い手減少で、遊休農地が増加傾向にあります。 

●地元野菜の活用における農家への依頼内容と方法について、また、育苗センター、堆

肥センター、オペレーター等の確保について検討が必要です。 

 

 

●安心・安全な品質の農林産物を安定的に生産及び供給する体制を構築します。 

●農業の担い手に対する適切な情報提供、指導、支援等により、将来にわたる地域農業

の多様な担い手を育成、確保する体制を構築します。また、地域農業の受け皿として、

法人化や集落営農の組織化を推進します。 

●学校、家庭及び地域社会等と連携して、農と食に対する教育等による健全な食生活へ

の理解の促進と、地域で生産される農産物を使った地域特有の食文化の継承を図りま

す。 

●今後は、生産者組織を核として一層進む高齢化の中で、地域おこし協力隊、移住者と

村内企業の連携を図り担い手の確保・育成により、新鮮で高原の特徴を活かした野菜

を生産し、消費者のニーズにあった新品種、新規作物を積極的に導入し、農産物直

売・食材供給施設での販売や農林産物加工施設での加工によって野菜に付加価値を付

け、特産品の開発、計画的な生産体系を確立し、農業生産意欲の向上と６次産業化に

より、農業所得の拡大を図ります。 

●観光事業の一環として、遊休農地を利用した酒米作りや体験型観光農園等の交流拠点

の整備を進め、都市住民との交流を通じ地域の活性化を図り、併せて遊休農地の解消

を図ります。 

●野生鳥獣による農作物被害を最小限に抑えるために、鳥獣被害防止に積極的に取り組

みます。 

●平谷村ものづくり産業等振興事業では、「１－１ 観光振興計画」の【課題１：魅力

ある観光施設の整備と平谷ブランド構築】に示す給付金等の支援を行っています。 

 

 

【課題２：平谷村野菜の価値増大】 

●平谷村のコーンスープとしてブランド化されている「平谷村産とうもろこし」の安定

的供給の維持と、他商品の展開等、永続的な活用を検討する必要があります。 

●観光客、流通業者のニーズにあった作物の生産販売について、ＳＮＳを利用した情報

発信にも引き続き取り組む必要があります。 

●現在ある特産品を活かしたＰＲに取り組み、新規の開発研究については検討する必要

があります。 

 

 

●とうもろこし栽培農家の維持と拡大を図ります。 

●消費者の意見を取り入れ、新たな製品の開発や販路の拡大を図ります。 

●ふるさと納税の返礼品や通信販売の拡充、そして首都圏や中京圏での販売機会の獲得

等による、平谷村の野菜の認知の拡大を図ります。 

●地元の農産品の価値を知ってもらうために、地域内の小中学生を中心に「食育」を推

進し、食文化を次代に繋いていきます。 

●農産物直売・食材供給施設での販売や農林産物加工施設での加工によって野菜に付加

価値を付与します。 
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林業・水産業振興の推進 

●河川・湖等の内水面漁業は遊漁やレクリエーションを通じて、余暇活動や憩いの場と

して社会的役割も増加していることから、漁業協同組合管理河川や平谷湖フィッシン

グスポットの利用が休日を中心に増えています。 

●漁業組合事業の令和６年度の実績は、遊漁券の発行が１日券 359 枚、１年券 115 枚と

なっています。増殖事業では、あまご成魚 400 ㎏及び稚魚 100 ㎏の放流となっていま

す。 

●平谷湖フィッシングスポットは、大会等の頻繁な開催もあり、令和６年度の利用者合

計は 15,978 人となっており、オープン当初の約 10,000 人と比較して利用者は年々増

加しており、好評を得ています。 

●森林、林業を取り巻く状況は、過疎化、高齢化等により林業の担い手の減少と、大部

分を占めるカラマツ等の木材価格の長期低迷、労働費等経営コストの上昇による林業

の生産性の悪化等により、森林の適正な維持、管理や安定的な林業生産への影響が出

ています。 

●村の総面積 7,737ha のうち 7,402ha が山林で、うち 3,407ha が人工林であり人工林率

46.0％となっています。 

●特用林産物の生産、花木生産組合による森林の活用において、個人の消費以上には特

用林産物の生産は行っていません。また、花木生産組合が現在は活動を行っていませ

ん。 

 

【課題１：村内林業の維持】 

●林業においては、景観的森林の整備、林道の開設改良と人工林の除伐、間伐、枝打ち

の推進や間伐材の利用における、高齢化等により所有者不明の山林が増えてきていま

す。また林業後継者の育成における、継続的な雇用の問題があります。 

●林業では、輸入木材の市場占有が続き、国内の木材需要の先細りが続く中、本村の山

林の荒廃を食い止めるため、各種施策の導入を図りつつ、森づくりも同時に進め、

様々な森林の公益的機能を保持することが必要です。また、国内だからこそできる良

質な木材の提供ができるよう、市場開拓や企業との連携等を検討する必要があります。 

●森林空間活用施設による滞在型観光客のニーズにあった事業の展開は、開設された森

林遊歩道等の整備について検討が必要です。 

 

 

●木材不況の中、山林の荒廃につながらないように、国県等の各種施策の導入を図りな

がら、保育・育林・林道網整備、林業経営の集約化に努め様々な森林の公益的機能を

保持します。 

●令和元年度から施行された森林環境譲与税を、森林整備や人材育成·担い手確保、森

林の公益的機能の普及啓発等森林整備及びその促進に関する経費の財源に充て、施策

を推進します。令和２年度より山林所有者への意向調査を実施しており、森林の健全

な育成・経営を行うため、森林経営管理制度を導入し、適切な管理を図ります。 

●森林の持つ多面的機能が村民共有の財産であることの認識を醸成します。 

 

 

【課題２：フィッシングスポットの維持と活用】 

●漁業においては、観光と結びつく漁業の推進に対する釣り客の減少が見られます。ま

た、平谷湖フィッシングスポットの施設の老朽化が見られます。 
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●河川・湖を活用して内水面漁業の遊漁やレクリエーションをさらに支援し、観光資源

としての定着を図ります。また、養殖施設整備の導入により、安定した魚の供給を図

ります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

① 農業生産者組合による組織づくり 

・適合品目の奨励－通年作物体系の確立 

・農産物等加工の検討、組織づくり 

・農産物の直売のための計画的作付け販売 

・ものづくり産業等振興事業 

・有害鳥獣対策 

 

②新規就農者の確保 

 

③ 新たな栽培品種の導入 

・新たな作物の試作、導入 

・農林産物の特産品の開発研究 

・観光客、流通業者のニーズにあった作物の生産販売 

・地域特産品の生産振興、６次産業化 

 

④地元産農作物の村内での食材利用 

・地産地消の促進 

・各種施設、学校給食等への食材利用 

・給食の納入元の確保とデータベース化による、安定した提供 

 

⑤ 作業の共同化及び機械の共同利用 

・「郷土を知る」授業の実施 

・他学校との交流事業 

・ＩＣＴ教育の推進 

 

⑥ 平谷村産物のＰＲの推進 

・ホームページのリニューアル（村・観光協会 等） 

・ＰＲ用コンテンツ制作と配信 

 

⑦ 平谷村地域耕作放棄地対策協議会の活用、推進 

・遊休農地の有効活用、農地のあっせん 

・農業後継者の育成、農業従事者の確保、担い手の育成 

・Ｕ、Ｊ、Ｉターン農業者、新規参入者の誘引育成・技術支援及び農地の確保 

・経営支援（技術、情報提供、資金相談） 

 

⑧ 観光農園の実施の検討 

・遊休農地の活用 

・観光農園による都市住民との交流促進 
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⑨ 林業生産基盤の整備 

・景観的森林の整備、林道の開設改良 

・造林の推進 

・人工林の除伐、間伐、枝打ちの推進や間伐材の利用 

・林業後継者の育成 

・特用林産物の生産、花木生産組合による森林の活用 

・森林空間活用施設による滞在型観光客のニーズにあった事業の展開 

・農地有効活用及び森林整備事業 

 

⑩ 漁業組合の活動 

・観光と結びつく漁業の推進 

・平谷湖フィッシングスポット 

 

ＤＸの導入・構築 ●平谷村産野菜や加工品の販路の拡大 

 

 

【関連計画】 

●平谷村ものづくり産業等振興条例 

●平谷村森林整備計画 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●３－１－① ：平谷村の総合的情報発信の強化と地域産業の安定と活性化 

●３－１－② ：観光の振興と充実 

●３－２－③：第一次産業担い手育成 

●４－１－③ ：郷土への愛着や誇りを育む 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●商業については、主力である観光業関連での魅力ある商品開発と販売プロモーション

を実施します。また、これまで村を訪れた人向けのお土産品要素が強かったものを、

通信販売の展開等での販売網拡大により域外収支を増益させる取組を進めます。地域

内でも商品券発行による消費喚起、消費拡大を図ります。 

●工業については、既存の企業発展、後継者育成の支援をはじめ、南信州広域連合で取

り組んでいる航空宇宙産業クラスター形成特区に参加できるような工業発展を目指し、

積極的な人材育成支援に努めます。 

●平谷村内で魅力的な仕事を開発し、持続的に村で働きながら暮らしてもらうための基

盤づくりを進めるとともに、新しい仕事を住民が始められるよう、様々な支援方法の

検討と開発を支援します。 

●村内外との交流を進め、関係団体との連携を図りながら、新しい産業への参画を目指

すとともに、地域の眠っている資源を活かした魅力ある商品開発に取り組み、活力あ

ふれる地域づくりを進めます。 

また、使われていない施設等の利活用による、新たな仕事場の創出や機会づくりを図り、

これまでにない仕事環境を創り出すことで、住民の地元定着に貢献します。 

 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
ＩＣＴ教室の実施回数 

年７回 

（R1） 

年 10 回 

(R6) 

年 12 回 

(R11) 

統計 

（継続） 

第二次産業への新規就業者数

（ものづくり振興条例による目

標値） 

０人 

（H27～R1） 

３人 

（R2～R6） 

２人 

（R7～R11）

統計 

（継続） 

工業技術試験研究所・ＥＭＣ試

験室利用件数 

897 件 

（Ｈ30） 

850 件 

（R6） 

1,200 件 

（R11） 

統計 

（継続） 
共同研究講座学位取得者数 

２件 

（Ｈ30） 

13 企業 

（R6） 

６企業 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

商業振興の推進 

●商業については、事業所数、事業者数、販売額のいずれもが平成 24年以降減少してい

ます。同時に、商圏人口、居住人口についても減少傾向にあります。 

●本村の商業は、小売店が６店舗、飲食店が 11店舗となっており、そのほとんどが家内

労働に依存しています。小売業については、道路網の整備により飯田市の大規模店舗

等で購入する人が増えているため、売上げは低迷しています。また経営者の高齢化、

後継者不足も問題となっています。一方、飲食店については観光客が増えたことによ

１－３ 商⼯業振興計画 該当する 
SDGs のゴール 
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り安定した経営となっています。 

 

【課題１：小売店・飲食店の活性化策】 

●リニア新幹線の 2034 年以降の開通に向け、南信州圏域の市町村と協力し、圏域内の

企業を支援し、圏域の活性化が図る必要があります。 

●今後も高原の気候等を活かした新鮮な農作物と温泉ならではの特産品開発等や地元で

の消費喚起、消費拡大のため商品券の発行等により、観光客を中心として、地元住民

にも利用される品揃えや商品構成を検討することが必要です。 

●村内では、地元消費者に密着した小回りのきく、創意ある商業活動が必要です。商工

会の体制も強化され、村民の需要に応えられる商業、サービス業の振興はもとより、

観光土産、特産品の開発等に力を注いで行く必要があります。 

 

 

●村内外との交流を進め、関係団体との連携を図りながら、新しい産業への参画を目指

すとともに、地域の眠っている資源を活かした魅力ある商品開発に取り組み、活力あ

ふれる地域づくりを進めます。 

●平谷村ものづくり産業等振興事業では、「１－１ 観光振興計画」の【課題１：魅力

ある観光施設の整備と平谷ブランド構築】に示す給付金等の支援を行っています。 

●共同店舗への出店者募集を村民と共に取り組み、観光客のニーズに応える新鮮な農作

物や平谷村ならではの商品開発、そして、地元住民にも利用される品ぞろえ、商品構

成を研究し、商品券発行等による商業の活性化を図ります。 

●就業者の高齢化や後継者問題を解消するため、起業者を積極的に支援するとともに、

既存企業の育成強化も同時に推進し、就業の場の確保を図ります。 

●買い物の利便を図る村内商業者の独自活動を支援するとともに、ＩＣＴを活用した買

い物支援事業を検討します。 

 
 

工業生産の推進 

●今後も産業の空洞化、低成長時代といった厳しい経営環境が予想されており、観光と

連動した土産品となる加工品の開発等、新たな販路と魅力ある商品開発を進める必要

があります。また、企業を起こそうとする人材を積極的に支援していく方策も求めら

れています。 

●定期的に第二次産業への就業者を村に迎え入れています。 

●既存企業については、先端技術や新技術の獲得に積極的に取り組んでいます。 

●工業については、事業所数は平成７年以降、従業者数は平成13年をピークに減少傾向

となっています。出荷額については平成９年まで増加していましたが、その後横ばい

状態を保った後、平成 15 年より減少傾向となっています。 

 

【課題１：工業事業所の維持と誘致】 

●現在の村内の事業所は、建設業２事業所です。就業者の高齢化、後継者問題、公共事

業の減少により売上額は低迷しています。現在の社会経済情勢では企業誘致は困難な

状況であり、現存企業の育成強化と高齢化への対応、後継者、人材確保は大きな課題

となっています。 

●リニア新幹線の 2034 年以降の開通に向け、南信州圏域の市町村と協力し、圏域内の

企業を支援し、圏域の活性化を図る必要があります。 

●定住人口の増加に不可欠な若者が南信州圏域に帰ってくるために、南信州・飯田産業
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センター、エス・バードでの圏域内の企業に対し、人材育成、新事業展開、新規創業

等を支援する必要があります。 

●ものづくり産業等振興事業のメニューの、企業立地支援事業支援の制度等の周知の向

上が必要です。同じく新商品開発等支援事業には申込みがなく、制度の周知が課題で

す。 

 

 

●使われていない施設等の利活用による、新たな仕事場の創出や機会づくりを図り、こ

れまでにない仕事環境を作り出すことで、住民の地元定着に貢献します。 

●南信州・飯田産業センター、エス・バード等の圏域内の企業に対する、人材育成、新

事業展開、新規創業等の支援について検討します。また、そのための市町村間連携に

ついて、検討します。 

●ものづくり産業等振興事業のメニューの雇用・担い手支援事業、人材育成事業、企業

立地支援事業等として支援を行っています。特に職員雇用型の給付事業は需要があり

ます。 

 

 

【施策の方向性】 
 

①観光客向けの新規加工品やサービス提供のための取組を積極的に支援 

 

②航空宇宙産業クラスター拠点工場等における工業の振興 

・信州大学と連携した航空機産業分野の新たな挑戦に向けた人材育成と技術開発力の強

化 飯田下伊那地域による広域連携事業 

・飯田下伊那地域における航空機産業分野の人材育成と技術開発力の強化広域連携事業 
 

③既存事業所の安定と人材育成支援 

 

④起業支援、新しい仕事の開発支援 

・ＩＣＴ教育の推進 
 

⑤プレミアム商品券の発行 

 

ＤＸの導入・構築 
●小売店・飲食店等の新たな案内方法の導入 

●小売店・飲食店等の利用しやすい会計等の方法の導入 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●南信州定住自立兼再生ビジョン 

●平谷村ものづくり産業等振興条例 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●２－３－③： ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の育成 

●３－２－④：仕事に就くための支援 

●３－２－⑤： 産業振興に寄与する「知の拠点」の形成 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●村の生産年齢人口は減少しているものの、全人口に占める割合は増加しており、下伊

那郡内 13 町村の中では、最も高くなっています。 

●将来に向けて、若者や女性にも選ばれるような職場を創造し、誘致を目指します。 

●過疎対策制度・移住定住対策事業の実施、地域人材による移住支援、地域おこし協力

隊や集落支援員の外部人材活用等による効果が見られますが、人口減少は歯止めがか

からず地域の活力の低下が懸念されています。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（新規） 
移住・定住希望者の問合せ件数 

13 件 

（H27～R1） 

95 件 

(R2～R6) 

100 件 

(R7～R11) 

 

 

【施策推進の背景】 
 

職場環境の整備 

●村では、過疎地域自立促進特別措置法に基づく施策に積極的に取組み、基盤整備、生

活環境整備等、魅力ある村づくりに努め、さらに若者が定着できる職場づくりとして、

観光及びレクリエーション施設の充実を図ってきました。 

●住民と行政が一体となり、職場環境をより良いものとなるよう、ワークライフバラン

スがとれた就労環境づくりを進めます。特に、子育て世代が育児しながらでも安心し

て働くことができる環境の構築を目指します。 

 

【課題１：就労の受け皿となる事業所の増加】 

●本村での生産年齢人口は、若年人口とともに減少しており、村を支える年齢層の人口

維持あるいは増加施策が喫緊の課題となっています。 

●さらなる移住定住を促進するためには、移住者・村民が住みやすい生活環境づくりや

仕事の確保等が必要となってきます。 

●就業地が遠方の場合、通勤時間や費用の負担等が理由による住民の流出が起こらない

ようにするため、通勤に対する支援等についても検討する必要があります。これら生

活と仕事、いわゆる「ワークライフバランス」が実現できる働く環境づくりが求めら

れています。 

 

 

●若者、女性、高齢者、障がいのある人等、誰もがそれぞれの意欲や能力を生かしライ

フスタイルに合わせて働くことができるように、ワークライフバランスや働き方改革

について、村民及び企業に意識啓発を図ります。 

●若者や女性が就職により転出することは、将来の人口減少を加速させることにつなが

１－４ 働きやすい職場環境づくり 該当する 
SDGs のゴール 
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るため、魅力的な就業先の確保を図ります。また、若い世代に向けて、村内企業ＰＲ

とともに、地域への愛着を持ち、「村で生活し、地元で働く」という生活スタイルの

提案等を学校、企業、関係機関と連携して進めます。 

●企業誘致を推進し、村内への企業の進出を促進するとともに、企業や関係機関との連

携により創業・起業を支援します。 

 

 

【課題２：就労環境の整備】 

●仕事環境面における施策として、村内、近隣市町村で、魅力ある仕事に就くことでき、

加えて様々な立場の人が、その人のニーズに合わせて働くことができる職場環境の構

築は欠かせません。特に、子育てしながらでも無理なく働くことができる職場、また、

子どもや家族が急な病気になった場合等、急な休みがとりやすい職場であるかどうか

が若い子育て世代の定着のため非常に重要な要素となっており、これらの対策が官民

一体となって取り組むべき課題となっています。 

●子育て世代をメインターゲットとし、インターネット等を通じて広く村内外にむらの

魅力を発信し、シティプロモーションを推進することで、移住・定住を促進します。 

●ものづくり産業等振興事業のメニューの人材育成支援事業支援の制度のさらなる周知

が必要です。 

●若者層の村での定着のため、基盤整備、生活環境整備等、魅力ある村づくりに努める

ことが重要です。 

 

 

 

●現在、保育所・小学校の存続のため親子留学を促進しており、今後も少子化が見込ま

れる中、「ひらひら平谷」等の子育て支援及び親子留学・移住ＵＩターン希望者や移

住者に対する就業支援等必要な支援の充実を図ります。 

●住まいや仕事、支援制度の情報を集約し、総合的に情報提供するとともに、ＳＮＳや

パンフレット等を活用し、移住希望者に向けた情報発信に取り組みます。 

●事業所等の情報発信・マッチング支援として、就業に関する相談・情報提供の充実を

図ります。 

●人権尊重を目指す村民意識の醸成多文化共生・人権・男女共同参画に関する情報の収

集・発信と生涯学習の充実を図り、人権意識の向上に努めます。 

●男女が社会のあらゆる分野に対等に参画し、性別に関わりなく、その個性と能力を十

分に発揮することのできる男女共同参画社会の実現を推進します。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①ワークライフバランス実現にむけた村内企業との連携・啓発 

・村内企業への産休、育休の取組促進 

・「ひらひら平谷」及び子どもの居場所づくりの充実 

・サテライトオフィスの誘致 

・ワーケーション、テレワーク推進のための取組 

・ものづくり産業等振興事業（企業立地支援事業） 

 

 



- 78 - 

②通勤補助の検討 

・子育て世帯への通勤補助の検討 

 

ＤＸの導入・構築 
●村等ホームページ上での就労・移住の案内や支援の強化 

●ワーケーション、テレワーク推進 

 

 

【関連計画】 

●平谷村男女共同参画推進計画 

●平谷村特定事業主行動計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●１－２－⑤： 仕事と家庭の調和の実現 

●２－１－①：移住・定住につながる関係人口の増大 

●２－２－②： 自然の音と風を感じるオフィス構想 

●３－２－④ ：仕事に就くための支援 
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２．交通通信ネットワークの拡充 
 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●経済や社会活動、あらゆる行動に密接に関わる交通基盤の整備を充実させ、国道、村

道、あらゆる交通インフラを効率的に管理します。 

●主要道路は、時代の推移とともに幅員拡幅、歩道整備、橋梁の点検修繕、路面・側溝

整備等利便性の向上が求められています。道路整備や交通網の整備を生活環境整備の

一環としてとらえ、道路の効率的な維持管理を推進します。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

アンケート 

（新規） 

問４あなたは通勤・通学に関して

どのように感じていますか、の回

答で「１．不便・不満は感じてい

ない」と「２．多少の不便・不満

は感じているが、困るほどではな

い」の割合合計 

52.0% 

（R1） 

65.7％ 

（R7） 

70.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（26）歩道や信号が整備されてい

て安心である、の「４．ある程度

あてはまる」と「５．非常に当て

はまる」の割合合計 

 
43.1% 

（R7） 

50.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 

 

村内道路の整備 

●主要道路についてはほぼ整備され、改良率 86.81％、舗装率 80.6％となっています。 

●村の中心地で国道 153 号と国道 418 号が交差しており、中京圏と平谷村を結ぶ重要な

幹線道となっています。２国道とも舗装率は 100％となっています。 

●国道 153 号の改良により飯田市への交通時間が短縮され、村外通勤者も含めて将来の

人口増加対策上有利となりました。 

●村道・農林道については、毎年、草刈り、側溝整備等を軸に維持補修を行っています。

また、毎年、住民の要望を聞き取り、補修、改良を行っていますが、維持補修費にか

かる経費が増大しています。 

 

【課題１：国道の安全性確保】 

●２つの国道を利用して平谷村へ入ってくる観光客の利便性の向上と地元住民の安全の

確保のため、国道 418 号の岐阜県境までの拡幅、冬期間の除雪体制等今後さらに整備

２－１ 交通ネットワークの充実 該当する 
SDGs のゴール 
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を進める必要があります。 

●国道 153 号線及び国道 418 号線が交差し、村内は交通の要衝として交通量が多く交通

安全対策が必要です。 

 

 

●国道の必要な保全、補修等について、国や県等の関係先へ、整備を働きかけます。ま

た、安全対策についても、長野県警や国土交通省飯田国道事務所へ働きかけを行いま

す。 

 

 

【課題２： 村道・農林道の安全性確保と利便性向上】 

●主要な村道については、住民の生活道路として、より安全に便利に利用できるよう計

画的な維持改良を進める必要があります。 

●農道の延長は、現在 4,274m、耕地 1ha 当たり 254.94m が整備され、舗装率も 100％と

なっていますが、老朽化した路面・側溝を補修することは、農家の経費削減と生産意

欲の向上を促進することになります。また、急斜面地に点在している耕地への対応は

山間地の課題です。 

●林道については、広大な山林面積に対して、林道密度は低い状態にあります。今ある

森林資源を守るためにも林道整備を促進しなくてはなりませんが、担い手及び後継者

不足により林業離れが進んでいます。林道網等を整備、維持補修等、林業の近代化を

進める必要があります。 

●村民生活に密着した村道の交通安全対策・道路維持管理についてはほぼ整備されてき

ていますが、冬期交通の安全確保を図るには除雪車及び凍結防止剤散布車を配置し、

なお一層努力する必要があります。 

 

 

●村内には二つの国道が通り、中心部で交差しています。 

●主要幹線路の幅員拡幅、歩道整備、橋梁の点検修繕、路面整備等質的な向上を含め、

道路管理の省力化を図るとともに、生活環境の一環として安全、かつ快適な生活空間

を提供すべく改良を促進します。また、住民から要望も多く、通行の安全確保及び村

道維持のためにも橋梁の点検修繕、オーバーレイをはじめ維持修繕は不可欠で、緊急

度を勘案しながら計画的に整備を実施します。 

●農道の舗装整備、維持管理は農家の経費の節減に貢献するとともに、路面・側溝の補

修により、農業機械・農産物の搬入出を円滑化させ、生産意欲の向上を図ります。 

●林道は、林業の近代化促進・林産物の搬出はもとより、林業の担い手・後継者対策に

も欠かすことができないため、林道開設や既設林道の改良を計画的に実施し、森林資

源の持つ公益的機能の育成・保全を図ります。また、安全の確保、効率化の向上及び

維持のため、農道・林道ともに橋梁の点検修繕、オーバーレイ等の維持修繕について

計画的に整備を実施します。 

●道路関係については、寒冷地であり、冬期間の村道及び歩道の安全確保のため除雪車

及び凍結防止剤散布車を配備し、住民が安全安心に暮らせる環境づくりを進めます。 
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【施策の方向性】 

 

①  国道 

・国道 153 号、418 号の交通安全対策を中心に、村に住み、村を訪れる全ての人が、

安全で利用しやすい道路改良等を国、県に積極的に要望します。 

 

②村道・農林道 

・主要幹線路の幅員拡幅、歩道整備、橋梁の補強、路面整備等、必要な整備を進め、

生活環境整備の一環として安全、かつ快適な生活空間となるよう改良を促進します。 

・農林道については、作業用機械の搬入出、生産物の搬出等が安全かつ円滑にできる

ように維持補修を行います。また、村道・農林道の道路維持経費の負担軽減のため、

住民との対話を図り、軽易な修繕、草刈り等の維持補修作業について、住民参加の

協働の村づくりの観点から、実施方法等について検討します。 

・公共施設等総合管理計画（個別計画）の策定について検討します。 

 

ＤＸの導入・構築 ●道路の通行や安全面を伝達するシステムの導入 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●橋梁長寿命化修繕計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－⑤ ：公共施設等の利活用と整備の推進 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●広域連携の施策として、西部コミュニティバスを運行しています。住民の移動手段の

中で、自家用車が無い、あるいは高齢となり運転免許を返納した場合、鉄道がない本

村での移動手段はバスのみとなります。 

●通院、買い物、これらの日常生活が快適となるよう、今後もこれら公共交通の運行本

数や時間帯等、より良い内容での提供がなされるよう、随時関係者との調整を図りま

す。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 

西部コミュニティバス年間利用

者 

11,000 人 

（R1） 

8,949 人 

（R6） 

12,000 人 

（R11） 

統計 

（新規） 

南信州公共交通のＷ１西部コミ

ュニティバス（村外運行部分を

含む。）の 1 日当たり利用客数 

25.3 人 

（R1） 

26.8 人 

（R5） 

30.0 人 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

西部コミュニティバスの運行 

●住民の足として、平成17年から根羽村・阿智村（旧浪合村を含む）との共同設置で西

部コミュニティバスが運行しています。高校生の通学、高齢者等交通弱者の通院、買

い物等のための村内唯一の公共交通機関として、年 9,000 人の利用者があります。 

●中核都市である飯田市への交通手段として、公共交通が確保されています。 

 

【課題１：西部コミュニティバスの利便性向上】 

●今後の運行の維持継続と利便性向上のために、３村の協議のもと運行内容等を改善検

討する必要があります。 

●西部コミュニティバスについては、学生数により利用者数が変動するため、地域内の

利用者の他に、観光での利用等、近隣自治体等と連携してＰＲを積極的に行う必要が

あります。 

●西部コミュニティバスについては、運行の維持管理経費が増加しています。高齢者

（70 歳以上）の無料化を実施する等安定した利用者の確保について、検証を引き続き

行う必要があります。また、バス運転手の確保が必要です。 

●自家用車の普及によって、住民の交通手段は基本的にマイカー利用となっていますが、

高齢化と運転免許返納の進行により、バス交通は重要な住民の足として、その確保に

力を注ぐ必要があります。 

●村内巡回バスやデマンド交通、リニア新駅への直行バス、乗り合いタクシー等交通手

段の検討が必要です。 

２－２ 公共交通の充実 該当する 
SDGs のゴール 
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●重要な交通手段として運行している西部コミュニティバスについて、今後の交通需要

の推移をみながら、住民が安心安全に利用できるように、運行計画、車両維持管理、

70 歳以上の高齢者の利用料無償化等を近村と連携し計画的に実施します。 

●利用促進のため、利用者のニーズに即した路線の見直しやダイヤ改正等を行います。

また、リニア中央新幹線長野県駅（仮称）の開設に伴う公共交通の在り方について、

研究を進めます。 

●村内については、高齢者らが気軽に利用できる循環車輌の運行やデマンド交通の導入

について検討します。 

 

 

【施策の方向性】 

 

① 公共交通機関 

・西部コミュニティバスの運行を継続します。高校生の自宅からの通学や、高齢者の

通院者のための公共交通機関を確保する他に、より使いやすい住民の足となるよう

近村と連携し検討していきます。 

 

ＤＸの導入・構築 

●リアルタイム位置情報提供 

●キャッシュレス・デジタル決済の導入 

●オンデマンド運行 

●将来的な自動運転バスの導入 

 

 

【関連計画】 

●南信州地域公共交通計画 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－⑥： 地域連携による経済・生活圏の形成 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●村の快適な住環境づくりの中で、快適なＩＴ環境整備は産業面においても、暮らしの

面においても欠かすことができない要素となっており、光ケーブル設置の推進や、タ

ブレット端末の有効活用等による生活の利便性を、ＩＴの力で向上させます。 

●近年ＩＣＴの利活用により村民にとって、日常生活に不可欠なインフラとなっていま

す。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 

村公式ホームページの年間アク

セス数 

97,532 件 

(R1) 

46,443 件 

(R6) 

100,000 件 

(R11) 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（17）仕事や日常生活の場でデジ

タルサービスを利用しやすい、の

「４．ある程度あてはまる」と

「５．非常に当てはまる」の割合

合計 

 
5.9% 

（R7） 

10.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

通信速度の向上と村役場のＤＸ導入 

●情報化社会が進む中で、他自治体では光通信等による高速通信網が整備されています

が、山間地域である平谷村では、ＮＴＴ光による高速通信網の整備に留まり固定系超

高速ブロードバンドのサービスが提供されない地域となっています。 

 

【課題１：通信環境の向上と役場の対応】 

●地域間情報格差の解消のため、情報基盤整備を促進するとともに、キャリア等の電気

通信事業者を利用する等して環境整備していく必要があります。 

●ＤＸの推進により、生活に関係の深い保健、医療、福祉、教育、行政をはじめ、社会

生活における利便性の向上について検討していく必要があります。 

●ＩＴの発展に伴い、少子高齢化による労働力不足と先端技術への対応による、専門職

員の確保が必要です。また、費用対効果、セキュリティ対策、導入時・導入後のコス

ト、ＦＴＴＨ設備の維持管理経費の増加等について検討が必要です。 

●村ホームページをリニューアルしましたが、職員が少なく、事務も兼務しているため、

情報の更新が遅れるときがある等、情報更新等の業務の検討が必要です。 

 

 

２－３ 通信環境の充実 該当する 
SDGs のゴール 
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●ＤＸの導入による、社会生活における利便性の向上、充実と、村政業務の効率化につ

いて方策を検討します。 

●高齢世帯の加入推進、サテライトオフィスの誘致とワーケーション及びテレワーク推

進のため、高速通信網の活用の方法、今後の改善策や活用等について検討を図ります。 

●村民のニーズにあったＩＣＴを利用した取組みを推進していく必要があります。 

●村ホームページの運用のため、役場職員の対応やスキル向上について検討を行います。 

●村の施策、子育て面や教育面での特徴等総合的な情報をホームページで紹介し、注目

を集めます。 

 

 

【課題２：ＣＡＴＶの活用】 

●ＣＡＴＶについては、平成 20 年度にデジタル化が完了し西南部６町村が連携し中京

圏・長野県の放送全てが難視聴解消でき管理運営等を進めていましたが、情報通信の

デジタル化が進む中で、令和６年度には、下伊那西南部４町村連携で、防災減災対策

並びに住民サービスの向上として、ＦＴＴＨ化へ売木村・平谷村が先行して更新しま

した。情報発信設備の強靭化により、緊急時での住民配信・伝達方法やケーブルテレ

ビを利用した振興策を検討していく必要があります。 

 

 

●新しい村内コミュニティの向上を目指して、ＣＡＴＶを利用した情報提供の充実、緊

急時での配信等の多目的な有効活用を進め、村独自の情報システム化の実現に努めま

す。また、村民のニーズにあったＩＣＴ利活用の推進事業の取組みを検討し、地域の

情報網の向上のために、ブロードバンド等基盤整備及び行政サービスの向上を図り、

サテライトオフィスやデータセンター設置の誘致を図ります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①情報通信網 

・情報網基盤整備（固定系超高速ブロードバンド）の推進 

・公衆無線ＬＡＮの整備 

・住民へのサービスの充実のため、ＩＣＴを活用した買い物支援、医療・防災システ

ム等について推進、検討します。 

・ＩＣＴ教育の推進 

・ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴの技術活用検討会（仮称）の設立 

・ＣＡＴＶ施設機器の更新 

 

② 村公式ホームページの再構築 

・コンテンツの充実 

・住民生活に有用な情報の増加 

・オンライン手続の種類の増加 

 

③ ＩＴ企業の誘致 

・年間の平均気温が低く、リニア開通後は首都圏からのアクセスも良くなる本村にお

いて、データセンターの設置やサテライトオフィスの設置等、魅力あふれるプロジ

ェクトを実施検討します。 
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ＤＸの導入・構築 ●役場業務に資する広範なＤＸ導入 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●平谷村国土強靭化地域計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●２－２－②： 自然の音と風を感じるオフィス構想 

●２－３－③： ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の育成 

●４－１－⑦： ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用 
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３．健康で安心して暮らせる福祉の充実 
 

 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●住民が安心して暮らせる充実した医療体制の構築と、適切な健診および相談活動を行

うことで、適切な医療サービスが受けられる村をつくります。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

アンケート 

（新規） 

問４ あなたは医療機関の利用、

日常の買い物、普段の金融機関・

郵便局等の利用に関してどのよう

に感じていますか、①医療機関の

利用の「１．不便・不満は感じて

いない」と「２．多少の不便・不

満は感じているが、困るほどでは

ない」の割合合計 

78.0% 

（R1） 

72.6% 

（R7） 

80.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（１）医療機関が充実している、

の「４．ある程度あてはまる」と

「５．非常に当てはまる」の割合

合計 

 
10.8% 

（R7） 

15.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

医療体制の確保 

●平谷村国民健康保険直営診療所の診療時間は、年末年始や大型連休等を除き、月曜及

び水曜～金曜の 14 時～16 時 30 分となっています。 

●医療機関の公共交通カバー率は高い状況にあります。 

●平谷村地域ケア会議の開催（年 12回）については、対応する懸案が多岐にわたってお

り、関係各所のさらなる協力が必要になってきています。 

 

 

【課題１：村内医療体制の維持と周辺自治体等との連携】 

●平谷村国民健康保険直営診療所の診療時間以外に、時間外対応を迫られる場合があり、

村外の医療機関との連携、救急医療体制等を図る必要があります。 

●専門員、専門知識等を保有する人材の確保が急務となっています。 

 

 

３－１ 医療体制の充実 該当する 
SDGs のゴール 
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●2024 年９月から運用を開始した「高齢者見守りシステム」の利用の浸透を図り、今後

一層の活用を目指します。 

※高齢者見守りシステム：日本郵便株式会社と協力し、村内高齢者世帯（75 歳以上の一

人暮らし・二人暮らし世帯）にスマートスピーカーを配布し、体調や睡眠状況を定期

的に確認して村や家族と情報を共有する仕組みのこと。 

●村内のコミュニティ向上や防災力向上のため、ＣＡＴＶ網を利用した情報提供の充実

や防災行政無線のデジタル化等、情報通信基盤の整備に取り組んでいます。これは、

将来的な医療ＩＣＴの基盤としても重要です。 

●健康推進員を中心に各自治会での健康学習会を通じて、村全体の健康づくりを推進し

ます。 

●飯伊包括医療協議会の中で、遠隔医療・オンライン診療の体制整備を推進します。 

●医療従事者の確保については、南信州広域連合の看護師等確保対策事業に協同し、広

域的に医療従事者の確保に取り組みます。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①地域ケア会議の開催 

 

②  訪問医療の方法検討 

 

 

ＤＸの導入・構築 
●高齢者見守りシステムの進化 

●遠隔医療・オンライン診療の体制構築 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－④ ：村民の元気づくり 

●４－１－⑥ ：地域連携による経済・生活圏の形成 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●住民一人ひとりが主体的に健康管理に取り組み、生涯を通じて心身ともに健やかに過

ごしています。 

●平谷村においても、生活習慣病の増加や認知症等の要援護者の増加により、医療費や

介護サービス需要が増加しています。一方で特に高齢者向けのサービス等においては、

担い手が少ないことから、地域の高齢者の元気をつくり、できるだけ要支援・要介護

状態にならない健康体を維持することができる取組を村として推進し、住民の健康を

保ちます。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（２）介護・福祉施設のサービス

が受けやすい、の「４．ある程度

あてはまる」と「５．非常に当て

はまる」の割合合計 

 
27.5% 

（R7） 

30.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

住民の健康増進の取組 

●平谷村においても、生活習慣病の増加や認知症等の要援護者の増加により、医療費や

介護サービス利用に係る自己負担や、村の給付費の増加が住民あるいは行政から見て

も深刻な問題となっています。 

 

【課題１：健康増進意識の醸成】 

●高齢者については、要支援・要介護状態にならないため、介護予防を重視した生活習

慣病予防活動等を推進することにより、将来的な医療費・給付費の削減を図る必要が

あります。 

●団塊の世代の退職者が村に多くいることから、温泉と高原の立地を活かした健康保養

地づくりを、住民の健康増進と合わせて進めていく必要があります。加えて、住民向

けの健康づくりが、村を訪れる人にも良い波及効果をもたらせることができるよう、

方策を検討する必要があります。 

●高齢化が進行している中、高齢者の検診率が減少傾向となっているため、高齢者の健

康検診の受診率の増加を図る必要があります。 

●医療体制の確保には、デイサービスセンター等で行う要支援・要介護状態にならない

健康体を維持する高齢者向けのサービスの実施について、現状では現サービスを維持

していくことが困難で事業縮小の可能性が大きくなっています。 

３－２ 健康づくり計画 該当する 
SDGs のゴール 
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●予防可能な生活習慣病を中心に疾病の発症予防と重症化予防に努め、健康寿命が延伸

し、健康格差が縮小しています。 

●「自分の健康は自分で守る」という自覚や健康的な生活習慣を身につけられるよう、

村民に働きかけます。 

●医療体制の担い手の確保の方法、介護関係の資格取得への補助等について検討を行い

ます。 

●保健・福祉・医療の連携により、健康づくりや生きがい対策事業の充実を図ります。 

●健康診査と歯周病健診の実施と無料化、それに伴う保健指導、栄養指導により、健康

の保持増進や生活習慣病の改善を図り、疾病予防に努めます。また、定期的な体力測

定、運動教室、集いの場により、フレイル予防、介護予防に努めます。 

●感染症予防の観点から、65 歳以上の定期接種であるインフルエンザ予防接種、新型コ

ロナウイルスワクチン接種については全額補助します。対象年齢によって定期接種と

なる帯状疱疹ワクチン接種、肺炎球菌ワクチン接種については料金の一部を補助しま

す。 
 

 

【課題２：健康増進のための人材確保】 

●健康づくり活用の担い手育成については、人材不足により担い手がいない状況にあり

ます。 

●医療業界の人材不足による検診業者の事業縮小に伴う、村内で行う集団検診、各種検

診の検診実施業者の確保が必要です。 

 

 

●地域における健康づくり活動の促進 

●健康推進員を中心に各自治会での健康学習会を通じて、村全体の健康づくりを推進し

ます。 
 

 

【施策の方向性】 
 

①健康づくりの支援 

・人間ドック、脳ドックの助成 

・健康に関する講演会等の開催 

 

② 健康づくり活用の担い手育成 

・地域支援（予防活動）事業 

 

ＤＸの導入・構築 ●特になし 

 

 

【関連計画】 

●第３期平谷村データヘルス計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－④ ：村民の元気づくり 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●超高齢化社会を迎えている本村においては、普段の暮らしからの住民同士の助け合い

が欠かせません。 

●誰もがお互いを気にかけ、助け合い、できるかぎり支え合う村を継続させていくため、

行政は住民と福祉団体との連携を図りながら、より強く、深い住民福祉ネットワーク

の構築に努めます。人口が少ない本村だからこそできる「顔がわかる関係」を活かし

た信頼できる助け合いの輪を広げ、快適で住みやすい住民福祉活動を官民一体となっ

て構築します。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
子育ての環境や支援への満足度 

83.8％ 

（R1） 

85.3％ 

（R6） 

90％ 

（R11） 

統計 

（継続） 
乳幼児の転出者数 

６人 

（H27～R1）

０人 

（R2～R6） 

０人 

（R7～R11）

統計 

（継続） 
子ども・子育て会議の実施 

年０回 

（R1） 

年１回 

（R6） 

年１回 

（R11） 

統計 

（継続） 
要介護認定率 

22.2% 

(32 人） 

(R1) 

30% 

（R6） 

35% 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（10）子育て支援・補助が手厚

い、の「４．ある程度あてはま

る」と「５．非常に当てはまる」

の割合合計 

 
41.2% 

（R7） 

45.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

児童福祉 

 

【課題１：出産と妊産婦】 

●出生率が低下する中、妊婦の健康管理の充実や経済的負担の軽減が図られているが、

雇用機会の多様化や核家族化により、育児支援のための環境を整えることは重要です。

子どもが伸び伸びと安全で安心して育つ環境づくりが大切になります。 

 

 

３－３ みんなの福祉推進 該当する 
SDGs のゴール 
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●多様な価値を認めながら、自ら考える力を養い、自分の夢をかなえることのできる豊

かで健康な心身を持った子どもたちが育っています。 

●妊娠・出産支援の充実と切れ目のない支援を行います。 

●妊娠・出産・育児に至るまでの間、切れ目なく必要な母子保健サービスが提供され、

妊産婦やその家族が安心して子どもを産み育てることができています。 

 

 

【課題２：子育てと保育所】 

●福祉全般において、専門的な知識やスキルを持つ人材の不足が見られます。特に、子

育て支援サービスの体制の確保をするうえで、必要な専門知識や人材確保が必要です。 

●子ども子育て関連の施策については、核家族化や共働き家庭の増加等により、両親特

に母親の育児に対する負担が増加しています。子どもの急な病気やけが等、緊急を要

する必要がある場合でも、両親いずれかが働きながら安心して子育てができるように

するため、仕事と子育てが両立できる環境づくりを就業面、福祉面の両方から支えら

れる体制の構築が求められています。 

●保健師による相談を行っていますが、子どもに関する相談の多様化が進んでいます。 

●保育所への入所児童数については、減少傾向で推移するものと見込まれます。夫婦で

の就労やひとり親家庭が増加する中で、令和６年度から満１歳からの未満児保育を開

始しました。 

●今後も延長保育、０歳児広域入所等について保護者のニーズに合わせた対策が必要で

す。 

●保育所において、未満児の給食提供ができておらず、検討の必要があります。 

 

 

●子育て支援として、保健センター等施設の開放や放課後の子どもの居場所施設により、

養育者同士の交流や子育てに対する不安の軽減、相談の充実を図ります。 

●今後は子ども家庭センターの創設を目指し、育児不安や子育ての悩みを解消し、子ど

もを安心して生み育てられるよう、子育て相談や交流、情報提供を行い、地域の子を

地域で育む交流の場としての支援体制を充実します。 

●社会教育、青少年健全育成事業とも連携し、地域全体で支える体制を整えます。 

●保育所の児童が安全で安心して園生活を送るため、老朽化している箇所の修繕・改修

及び遊具等の充実、将来的には総合的な保育所改修を行います。 

●多種多様な就業形態、家庭実態に対応するため、０歳児広域入所等についても継続し

て行います。また、令和８年度より子ども誰でも通園制度にも対応します。 

●親が安心して子育てができ、地域もみんなで子育て家庭を見守り、支えて、地域に子

どもたちの元気な声と笑顔が広がっています。 

●母子保健分野から青少年健全育成まで、年齢による切れ目のない家庭状況の把握と支

援が行えるよう関係機関との連携をとっていきます。 

●０歳児保育・長時間保育・一時預かり保育・延長保育等、多様化する保育ニーズに対

応した保育の充実や、保育施設整備を推進します。 

●全ての子どもが、等しく健康で文化的な保育・教育を受けられるよう家庭状況を把握

し、支援につなげます。 

●男女がともに担う育児、介護を実現するため、多様な子育て支援、介護サービスの充

実を図ります。 

●母子保健分野から成人に達するまで、年齢による切れ目のない家庭状況の把握と支援

が行えるよう、関係機関との連携をとっていきます。 
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●仕事、子育て、住まい、教育等を多面的にサポートできる体制を整え、子育て世代の

ニーズに対応します。 

●ＤＶ防止に関する啓発と早期発見に向けた支援を行い、安心して相談できる体制を確

立します。 

●保育所における未満児への給食提供について検討を図ります。 

 

高齢者福祉・障がい者福祉の充実 

●地域コミュニティが希薄化し、住民同士のつながりが弱くなっている状況にあります。 

●高齢化率は 39.74％（令和７年 4 月 1 日）であり、40％前後を維持しています。一定

程度の要介護者は存在し年毎の誤差があるものの、要介護認定率は横ばいとなってい

ます。 

 

【課題１：高齢者福祉の充実】 

●高齢者のひとり暮らし世帯や高齢者のみの世帯の増加、看護や介護を必要とする高齢

者の増加が懸念されています。高齢者がこれからも住み慣れた地域で安心して自分ら

しく暮らしていくため、地域包括ケアシステムの構築を軸に、総合的な福祉サービス

を充実させ、福祉の村づくりを進める必要があります。 

●住民福祉ネットワークの構築や快適で住みやすい住民福祉活動の推進には介護職員や

相談員等の福祉人材、医療関係人材の確保が必要です。また、福祉施設や医療機関が

村内では限られており自家用車がない高齢者の村外施設への移動が制限されている状

況についても対応の検討が必要です。 

●地域包括ケアの推進方法について検討が必要です。 

●高齢化が進み、支えを必要とする人が増加する一方で、支え手となる地域住民も高齢

化しており、活動の担い手が不足しています。また、支えあい活動を行ううえで必要

な専門知識やノウハウが不足しています。 

●人材不足による事業、サービスの低下・削減が懸念されます。特に、デイサービスセ

ンター等で行う介護予防・生活支援事業の実施について、現状では現サービスを維持

していくことが困難で事業縮小の可能性が大きくなっているため、早急に介護職員の

確保及び介護関係の資格取得への補助等の検討が必要です。 

 

 

●毎月 1 回開催している地域ケア会議において、高齢者の実態把握を個別に行い、フレ

イル者の早期発見、支援の早期介入を行っています。 

●認知症の症状を持つ者や、自立した生活を営めない高齢者については居宅介護サービ

スの利用、介護保険施設や有料老人ホーム等への入居、遠方に居住する家族のもとで

生活する等、状況に応じた生活スタイルを営めるよう支援しています。 

●要介護者やフレイルとならないための介護予防事業については、自立支援を目的とし、

社協に委託し充実を図っています。要介護者の重症化予防についてはリハビリ専門職

による個別指導も実施しています。生活支援コーディネーターを中心に、助け合い活

動の創出や地域のネットワークづくりが重要となります。 

●生活習慣病は、身体の機能障害や生活の質を低下させる原因となる。特に食生活や身

体活動、運動については、健康づくりの重要な要素であり、介護予防や生活の質向上

にも密接に関係していることから、若年層から高齢者まで全ての世代の健康増進・疾

病予防が課題となります。 

●高齢者福祉施設も建設から25年以上が経過し、施設の維持管理を計画的に進めること

で、高齢者福祉事業の充実を図ります。 
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●生活支援コーディネーターを中心に、元気高齢者の活躍の場や助け合い活動の創出や

地域のネットワークづくりも必要です。 

●介護予防教室、介護保険サービス、福祉サービス等、高齢者や障害者に対する迅速な

対応や総合的な支援の委託拠点として、社会福祉協議会を経営します。 

●施設の設備改修を重点に計画し、福祉施設利用者への安全を確保します。 

●地域包括支援センターは、「地域包括ケアシステム」の実現の担い手のひとつです。

住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医

療の向上及び福祉の増進を包括的に支援します。介護予防支援、介護や困りごと等の

総合相談、居宅介護支援の後方支援、認知症初期集中支援、権利擁護等の業務を担い

ます。認知症対策については、圏域の認知症疾患医療センターとの連携を図ります。 

●地域ケア会議は、多職種連携のもと、顔の見える関係づくり、個別ケースの課題解決、

地域全体の課題解決を進めるものであり、毎月１回の定例会とします。 

●保健・医療・福祉・介護の連携強化と、見守りネットワークや生活支援等地域住民の

支え合い活動の充実により、要介護状態となっても住み慣れた地域で暮らせる高齢者

が増えています。 

●高齢者が今まで培ってきた知識や経験、技能等を生かして、地域や社会へ積極的に参

画できる場を設けたり、福祉タクシー制度の充実や、地区敬老会、住民の通いの場

（サロン・ミニデイサービス）の運営を支援します。 

●ケア会議や関係機関との連絡会を充実させ、保健・医療・福祉の連携によりニーズの

把握やケース検討を行い、適切なサービスを提供します。 

●高齢者等見守りネットワーク訓練を継続し、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせ

るよう、地域における認知症理解や見守り体制の充実を図ります。 

●要介護者のニーズに対応できる介護保険サービスの確保に努め、適正に介護保険を運

営します。 

 

 

【課題２：障がい者福祉の充実】 

●障がいのある人が、自分らしく住み慣れた村でいつまでも健やかに暮らしていけるた

めの支援体制の整備が求められており、今後も適切な療育手帳等の発行及び支援の継

続や、発達段階での相談体制の強化等、細やかな支援体制の構築が必要です。 

●福祉タクシーやリフト付きバス等の移動支援サービスを提供する業者が不足していま

す。 

●専門的な知識やスキルを持つ、障がい者福祉に携わる人材が不足しています。 

 

 

●障がい者本人が地域で望む生活をするうえで必要とする支援が途切れることがないよ

う、切れ目のないサービス体系とその時々に関わりを持つ機関との連携を強化し、分

かりやすく理解しやすい相談支援体制を整えます。 

●障がい者本人が住み慣れた地域で安心して生活を続けていけるよう、居住の場、日中

活動の場を確保します。また、権利擁護の体制を整え、障がいへの理解が深まる啓発

に取り組みます。 

●障がい者や一人暮らし家庭への支援、男女がともに自立したライフスタイルを実現で

きるよう、相談体制の充実を図ります。 

●障害をかかえても安心して暮らせる地域包括ケア体制・地域づくりが必要であるため、

限られた社会資源の中で、保健・福祉・医療等の連携がますます必須となります。 

●移動支援サービスを提供する業者の確保を図ります。 
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●障がい者福祉に携わる人材確保の検討を図ります。 

●行政、医療、福祉、教育、労働等の関係機関が連携し、障害者の社会参加を総合的に

支援する体制を構築する必要があります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①総合的な福祉サービスの提供 

・保育所の円滑運営（保育標準時間・保育短時間への対応、延長保育の実施等） 

・親子の居場所づくり（保健センターの開放、各種教室の実施） 

・子育てのための情報提供（年間行事カレンダー作成等） 

・公園の整備 

・広域入所 

・病児保育の利用 

 

② 地域住民による支えあい活動の推進 

・子どもの居場所の確保（ひらひら平谷の充実） 

 

③ 介護予防・生活支援の推進 

・出産祝金、育児手当、入学祝金、福祉医療費補助、給食費補助 

・小学校校外活動費補助 

・人間ドック、脳ドックの助成 

・健康に関する講演会等の開催 

・介護予防活動事業（でておいな会・スポーツ教室、転倒予防教室等各種教室の開

催・介護交流等）の実施 

・生活支援事業（配食サービス・見守りサービス事業・買い物会・お出かけ会等）の

実施 

 

④ 育児に関する各種相談の実施 

 

⑤子育て支援サービス体制の充実 

・妊婦健康診査事業 

・乳児家庭訪問事業 

・保護者への学習事業の実施 

 

⑥障害者の社会参加支援 

・移動支援サービスの確保 

・支援者の人材確保 

 

ＤＸの導入・構築 ●特になし 

 

 

【関連計画】 

●第９期平谷村介護保険計画 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 
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【組み入れる総合戦略指標】 

●１－１－② ：子ども・子育て支援の充実 

●１－１－③ ：無理のない子育てへの経済的支援の充実 

●１－２－④ ：子どもの健やかな成長のための支援 

●１－２－⑤：仕事と家庭の調和の実現 

●４－１－④ ：村民の元気づくり 
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４．安心安全な快適環境の村づくり 
 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●住民の生活環境面では、上・下水道施設の維持管理を推進するとともに、ごみ処理の

効率化とリサイクルの推進等に積極的に取り組み、安全・快適で住みやすい村づくり

を進めます。 

●人づくり・村づくり・森づくり等を基本とした地域新エネルギービジョンの基本方針

に基づき、環境にやさしい新しいエネルギー施策に積極的に取り組み、美しい自然を

持つ平谷村の環境を未来に残せるよう、住む人にも訪れる人にもやさしい村づくり施

策を進めます。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
村営住宅建設 

４戸 

（H27～R１）

４戸 

（R1～R6） 

４戸 

(R7～R11) 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（22）空気や水は澄んでいてきれ

いだと感じる、の「４．ある程度

あてはまる」と「５．非常に当て

はまる」の割合合計 

 
89.2% 

（R7） 

90.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（23）リサイクルや再生可能エネ

ルギー活用等、環境への取組が盛

んである、の「４．ある程度あて

はまる」と「５．非常に当てはま

る」の割合合計 

 
17.7% 

（R7） 

25.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

上下水道と発電 

●水道の普及率は 95.7%です。簡易水道施設の大松沢浄水場の更新事業については平成

27 年度より管路布設替え（耐震化）及び浄水場の改修を実施し、令和５年度に改修及

び更新が完了しています。 

●簡易水道施設が終了しました。 

●村内の下水処理については農業集落排水、合併処理浄化槽設置の二つの方法により処

理されています。農業集落排水については平成12年に供用が開始され、現在加入率は

４－１ ⽣活環境整備計画 該当する 
SDGs のゴール 
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98.8％です。 

 

【課題１：上下水道の機能改善】 

●簡易水道施設の大松沢浄水場の更新事業が終了しましたが、起畑浄水場等の改修及び

更新、水道料金の値上げ等の経営健全化と効率化を今後進めていく必要があります。 

●農業集落排水施設（浄化センター、管路等）の老朽化が進んでいるため施設の維持の

ための検討と、国が指針を出した農業集落排水エリア内（下水道エリア内）の合併浄

化槽への切替えの検討が必要です。 

●起畑浄水場については、建設から30年が経過し、施設内及び取水場において修繕が発

生しているため施設の維持管理について検討が必要です。 

●令和６年度末の農業集落排水エリア内の水洗化率は 98.1％となっています。 

●合併処理浄化槽については、農業集落排水区域外で計画的に設置を進めており、今後

はそれぞれの加入率の増加を図るとともに、施設の長期的な維持管理についての検討

が必要です。 

●今後、水道料金の値上げ等の経営健全化と効率化を進めていく必要があります。 

 

 

●大松沢浄水場の改修及び管路布設替え（耐震化）更新工事は完了したが、さらなる安

心安全な給水を行うため、取水場所を含め長期的な計画を立て、改修をしなければな

りません。また、維持費の増加、人口減に伴う料金収入の低下、料金改定等の課題も

あるため将来にわたって持続可能な経営を確保するために「平谷村公営企業会計経営

戦略」を中心に経営基盤の強化を実施します。 

●農業集落排水への加入及び合併処理浄化槽設置については、引き続き加入促進に取り

組み、今後増加が予想される維持費については、住民に適切な管理を呼びかけるとと

もに、将来にわたって持続可能な経営を確保するために「平谷村公営企業会計経営戦

略」を中心に経営基盤の強化を実施します。 
 

 

【課題２：太陽光発電等の新エネルギー】 

●新エネルギーの導入について村にとってメリット、デメリットについても検討する必

要があります。 

●平谷小学校への太陽光発電設備とひまわりの湯への太陽熱・ヒートポンプ設備は設置

を行っていますが、そのほか再生可能エネルギーの取組は進んでいない状況です。 

●人づくり・村づくり・森づくり等を基本とした「平谷村地域新エネルギービジョン」

に基づいて、豊かな山林、美しい自然を持つ平谷村の環境を未来に向かって残してい

くため、環境にやさしい新しいエネルギー施策に積極的に取り組む必要があります。 

 

 

●地球温暖化、環境問題等への対応がこれからの地球的な重要課題になることを考え、

「平谷村地域新エネルギービジョン」に基づいて、環境にやさしい村づくりを進めま

す。恵まれた自然エネルギーを活用して、公共施設・観光施設においてハイブリッド

車、木質バイオマスの活用、太陽光発電システム、ペレットストーブ、ヒートポンプ

システム、太陽熱利用システム、小水力発電システム等、環境に配慮した新エネルギ

ーの導入、また、各家庭への太陽光発電設備設置については補助金制度を導入して、

設置費用の負担軽減を図り、環境にやさしい村づくりを進めます。 

●太陽光発電及び蓄電設備設置への補助制度により再生可能エネルギーの活用を推進す
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るとともに、「太陽光発電設備の規制等に関する条例」があるため、山林や農地への

太陽光発電設備の設置について適正に管理します。 

ごみ・廃棄物処理 

●可燃ゴミの収集量が増加しています。 

 

【課題１：ごみ・廃棄物処理】 

●地球にやさしい環境づくりの推進は地方自治体における重要な課題となっています。

美しい自然を未来に残していきつつ、快適な住環境の重要な要素である生活インフラ

の整備の推進は欠かすことができない重要な要素です。今後も快適に暮らせる環境づ

くりに取り組むことで、より多くの人が村での暮らしを続けられるよう施策を推進す

る必要があります。 

●生ごみ処理機補助制度の地域住民へのより一層の啓発が必要です。 

●不燃ごみの資源ごみへの推進を進め、不燃ごみの減量を推進する必要があります。 

 

 

●年々増加しているごみについては、ごみの絶対量を減らすことが重要であることから、

分別収集の徹底を図り一層の減量に努めます。 

●ごみ減量・リサイクルの推進については、ごみ分別の徹底と、小型家電リサイクル法

やプラスチック資源循環促進法による資源循環と再商品化を図り、ごみの減量とリサ

イクルを推進します。 

●現在、可燃ごみは飯田市の稲葉クリーンセンターへ、資源ごみはリサイクル法により

民間業者で処理されています。ごみの絶対量を減らすとともにリサイクル化をさらに

推進することが必要です。現在ある廃棄物ストックヤードの維持管理も課題です。 

●し尿処理施設については西部衛生施設組合で共同処理しており、施設の延命化を図る

中で適切な管理を実施していく必要があります。 

●広報啓発活動 

・広報誌等による、ごみ問題・ごみ減量意識の普及啓発に係る記事の掲載及び広報  

・小学校での資源ごみ回収活動の支援  

・ごみと容器包装廃棄物の区分の徹底  

・地域での集団回収定着・推進のための援助  

・学校教育におけるごみ排出抑制・分別排出・再生利用等に関する啓発 

●平谷村生ごみ処理機器補助金を活用します。 

 

 

住宅の供給 

●公営・村営住宅等については、年数の経過した住宅については、払下げ等を含めて研

究をする中で、住居者の定住化を図ります。 

●他市町村と同様に、村内にも空き家が増加しています。 

 

【課題１：住宅供給と空き家の問題】 

●老朽化した住宅は、入居者が入れ替わるときに修繕費用を要するため、効率的な改築

または建て替えを検討する必要があります。 

●現在、積極的に展開している親子留学の誘致や移住定住の促進のためにも住宅は必要

であり、新規の建設について検討の必要があります。 

●児童減少により小学校の運営も困難となっている中、児童を有する家庭の一時的居住

を可能とする住宅の建設についても検討する必要があります。 
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●全国的に問題となっている空き家については、本村も同様に増加が進んでいます。さ

らに、今後危険空き家が増加することも懸念され、利活用できる状態の空き家の有効

活用を促進する必要があります。 

●空き家問題については、空き家バンク制度や空き家対策事業補助金制度のさらなる周

知を行い、空き家の売り手・貸し手と買い手・借り手のマッチングを図り、空き家の

有効活用を促進や、老朽化した家屋の解体費用の助成事業の検討をしていく必要があ

ります。 

 

 

●公営・村営住宅については、老朽化が進んでいるため、新築を含めて逐次改修を進め

ます。また、公的不動産の有効活用や遊休農地の活用及び空き家活用等も検討する中

で、入居者の生活状況に配慮した住宅を提供するため、単身・世帯向け・一時的居住

住宅を整備します。 

●人口減少に伴い増加傾向にある空き家の有効活用を図ります。 

●空き家の賃貸や売買のマッチングを進めるとともに、空き家改修を支援し、移住希望

者の負担軽減を図ります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

①  ごみ処理 

・可燃ごみは南信州広域連合の施設である稲葉クリーンセンターへ搬入します。また、

生ごみ処理機補助制度を促進します。 

・資源ごみは、リサイクル事業を民間業者へ委託し、缶（アルミ、スチール）、ビン、

プラスチック製容器包装、ペットボトル、紙類（紙製容器包装、雑誌、ダンボール）

を収集します。 

・不燃ごみは、民間業者への収集・分別・処理を委託します。処理費用の増加が顕著

であることから、不燃ごみの減量を推進するため、資源ごみのリサイクル化を促進

します。 

 

②  水道事業 

・老朽化による施設の更新と村内全家庭への飲用水の安全供給するため、水道管・浄

水場の整備を計画的に実施します。引き続き安全で安定的な給水を行うため、水質

管理の充実及び施設の管理強化を行い、経営健全化・効率化を図ります。 

 

③ し尿・生活排水処理 

・農業集落排水事業の供用開始から 25 年が経過し、設備の消耗部品等の維持修繕費が

増加しています。維持管理により良好な施設の運用を図るとともに施設の長寿命化

に努めます。 

・エリア内の未接続住宅の接続を推進するとともに、エリア外住宅の浄化槽への切替

えを促進して、快適な住環境の整備に努めます。 

 

④ 住宅の整備 

・人口増加・若者定住対策として、単身、世帯向け住宅の建設を推進する一方、空き

家の活用や維持管理経費の削減等の面から公営住宅の払下げを積極的に検討する必

要があります。 
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・村営住宅建設 

 

⑤ 新エネルギーの導入 

・地球温暖化、環境問題等への対応がこれからの地球的な重要課題になることを考え、

当村においても、策定中の平谷村地域新エネルギービジョンに基づいて、環境にや

さしい村づくりの検討を進めます。 

・恵まれた自然エネルギーを活用して、公共施設・観光施設において木質バイオマス

の活用、太陽光発電システム、太陽熱利用、ペレットストーブ、小電力発電システ

ム等環境に配慮した新エネルギーの導入について検討します。 

・各家庭への太陽光発電設備補助金制度の導入について検討します。 

 

ＤＸの導入・構築 ●住宅の供給（村営住宅、空き家マッチング等）の案内、整理 

 

 

【関連計画】 

●平谷村公共施設等総合管理計画他 

●平谷村地球温暖化防止実行計画 

●平谷村『水循環・資源循環のみち２０２２』構想 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●橋梁長寿命化修繕計画｜平谷村役場（公式ホームページ） 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－⑤： 公共施設等の利活用と整備の推進 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●住民の命と財産を守ることができるよう、災害に強い地域づくりを進めます。そのた

め、非常時における連絡体制を構築し、住民に適切な情報が迅速に行き渡るよう、防

災無線の活用の他、あらゆる場面を想定した総合的な防災対策の徹底と消防団等、担

い手の育成に努めます。 

 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
消防団員数 

31 人 

（R1） 

36 人 

（R6） 

38 人 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（24）地域の防災対策がしっかり

している、の「４．ある程度あて

はまる」と「５．非常に当てはま

る」の割合合計 

 
32.4% 

（R7） 

35.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（25）防犯対策が整っており、治

安がよい、の「４．ある程度あて

はまる」と「５．非常に当てはま

る」の割合合計 

 
51.0% 

（R7） 

55.0％ 

（R11） 

 

 

【施策推進の背景】 
 

消防力・防災力の強化 

●住民の高齢化により、非常時においての自助・共助の強化が求められており、支える

側の人材不足が顕著となっています。 

●防災無線・J-ALERT・県防災無線衛星系更新等保守管理に経費を要しています。 

●南信州広域連合阿南消防署平谷分署が設置され常備消防・救急体制は完備されていま

す。 

 

【課題１：村の防災力向上】 
●火災や風水害等の災害、行方不明者捜索等においては地元消防団の活動が非常に重

要です。しかし高齢化や若年層の人口流出により消防団員の減少が進み、組織の維

持も困難になってきています。今後も、若者や村内在勤者、ＵＩＪターン者の確実

な入団を進め、団員確保に努めるとともに、団員の定年の見直し、予備消防団員制

度の導入等について検討する必要があります。 

４－２ 安⼼安全な村づくり 該当する 
SDGs のゴール 
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●防災については、防災資機材、避難所の整備充実による施設面での整備、住民参加に

よる総合的な防災訓練の実施による防災に対する意識の高揚が必要です。 

●これまでの「高齢者＝支えられる側」であった図式が変化してきており、今後は住民

全てがお互いを助け合い、積極的に防災・減災活動に参加する機運づくりが求められ

ています。 

●災害時の備蓄物資については、毎年購入しているが、消費期限の切れる備蓄品の廃

棄・有効活用について検討が必要です。また、災害緊急時の住民等への救援物資や必

要な設備を備蓄する必要があります。 

●集会所の活用状況や必要性等を再検証し、集会所の数や規模、他目的（避難所）施設

と併用しての建設等も含め早急に取り組む必要があります。 

●人口が減少する中で、消防団員の確保、装備の充実は重要ですが、有事の際に対応で

きるよう設備の点検・訓練を強化する必要があります。 

●防災行政無線については、同報系のデジタル化は整備済みで移動系はアナログ設備で

更新済みです。今後は設備の維持管理を行うとともに、通信設備の向上を図る必要が

あります。 

●火災については、初期消火により被害の拡大を防ぐため消火栓や防火水槽の整備を進

めてきましたが、不足しているため引き続き整備を進める必要があります。また、消

防機械器具等についても年次計画により順次整備してきましたが、老朽化した備品等

の更新が必要です。 

 

 

●災害時住民支え合いマップの作成や更新支援により、住民の防災意識の醸成を図ると

ともに、日頃から災害弱者の情報把握に努め、避難支援体制を強化する等、災害時の

避難体制の確立を目指します。 

●自主消防を中心とした、既存の自主防災組織の体制強化のための支援等を行うととも

に、新たに組織整備を希望する地区には、設立・育成の援助を行います。 

●道路等社会インフラの計画的な点検や修繕等を実施し、インフラの耐震化・長寿命化

を進めます。 

●災害時に安全な避難が実施できるよう、各地区自主防災組織等との協議を行い、避難

所運営に必要な体制づくりへの支援を行います。また、指定避難所の改修、空調設備

の整備や感染症対策、備品整備等を行い、災害時に避難者が安心して生活できる環境

を整えます。 

●消防団員の確保に向けて、村・団・地域が一体となった勧誘活動を行うとともに、村

民の協力意識の高揚を図ります。 

●関係団体との連携を図り、緊急情報メール等の積極的な活用により、適切な注意喚起

を行う等、迅速・的確な情報発信に努めます。 

●防災行政無線については、非常災害時において住民に対して迅速な情報伝達を行うた

め、設備の維持管理等に努めます。 

●消防団員の確保を引き続き図るとともに、消防力の充実のため、より安全で、取扱い

が容易な器具・機材への更新や、消防自動車及び防火水槽等の消防機械器具を計画的

に整備します。また、災害緊急時の住民等の避難施設の新築と救援物資や必要な設備

を備蓄します。 

 

防犯と交通安全の推進 

●村内の交通死亡事故ゼロを、長い期間継続しています。 
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【課題１：防犯と交通安全の一層の推進】 

●闇バイトによる凶悪犯罪、電話等による詐欺行為が増加する中で、安全安心の村づく

りのために、防犯カメラの設置や未然防止の周知徹底等の対応が必要となっています。 

●犯罪の低年齢化や広域化、サイバー犯罪、高齢者への詐欺行為等については、防犯委

員会等の関係機関や警察と連携し、複雑多様化する犯罪を未然に防止するため、LED

防犯灯、防犯カメラの設置や防犯パトロール、相談窓口の充実が必要です。 

●三遠南信自動車道、伊勢神トンネルの開通により、車・大型車・バイク等交通量が多

く見込まれることから、交通事故の危険性への対応が必要です。 

●交通安全については、車による観光客の入込みが多く交通量が多いことから、交通事

故の危険性が高まっているため、平谷村交通安全協会を中心に児童、高齢者を対象と

した安全教室の開催を増設し、安全意識・事故に遭わない自己防衛意識の高揚を図る

必要があります。 

 

 

●交通安全推進協議会を開催し、各種団体や機関が連携した交通安全運動への取組みを

行うとともに、各種交通安全教室の開催や街頭指導等を行います。 

●特殊詐欺の被害防止のため、冊子やパンフレット等を配布して注意喚起を促します。

また、特殊詐欺に関する情報共有に努めます。 

●交通安全対策については、交差点・カーブ等事故が多発する箇所の改良、カーブミラ

ー等の設置、点検、改善を行い、関係機関と連携した交通安全教室等を実施し、啓発

活動の充実を図ります。 

 

 

【施策の方向性】 

 

① 消防・防災 

・消防団員の確保、装備充実 

・予備消防団員制度の検討 

・避難所の修繕、整備 

・ハザードマップの更新 

・防災行政無線移動系デジタル化 

・災害危険箇所の把握及び整備 

・備蓄救援物資の充実 

・消防団員の確保・装備充実 

・避難所の整備（公衆無線ＬＡＮ整備等） 

 

② 防犯・交通安全 

・交通安全教室の開催 

・ＬＥＤ防犯灯、防犯カメラ設置 

・高齢者向け教室 

・防犯体制の強化 

 

ＤＸの導入・構築 ●特になし 
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【関連計画】 

●平谷村地域防災計画 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●平谷村国土強靭化地域計画 

●橋梁長寿命化修繕計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●４－１－②： 地域防災の強化 
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５．むらは心豊かにする学び舎 
 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●学校においては、グローバル社会の到来の中でいきいきと活躍できるようにするため、

国際的な感覚を養い、情報に関する教育を深める一方で、小さな村の特徴を生かした

少人数できめ細かく、自然の中で伸び伸びとした教育を実践します。本村での教育環

境は、学校行事をはじめ、児童と住民がともに参加する行事も多く、交流する機会は

日常的であり、住民は子どもを村の宝として大切にしており、地域に開かれた学校づ

くりや地域で子どもを育む取組が実践されています。こうした自然豊かな小さな村ゆ

えの特徴を生かし、村全体を学び舎として村の将来を担う子どもたちを伸びやかにた

くましく育てる教育環境をつくります。 

●中学校は阿智村へ高校生は近隣市町村への越境通学は欠かすことができません。通学

時間の長時間化により、子どもの教育環境が損なわれることがないよう、通学支援を

実施し、本人の通学ストレスを軽減するとともに、保護者の負担を減らし、豊かな人

格形成を支援します。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 

放課後子どもクラブ（学童保

育）の実施 

０施設 

（R1） 

１施設 

（R6） 

１施設 

（R11） 

統計 

（継続） 
平谷村アーカイブ作成 

０件 

（R1） 

０件 

（R6） 

１件 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（11）子どもたちがいきいきと暮

らせる、の「４．ある程度あては

まる」と「５．非常に当てはま

る」の割合合計 

 
51.0% 

（R7） 

55.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問 29．生活環境に関する次の項

目について、あなたのお考えに当

てはまるものを選んでください。

（12）教育環境が整っている、の

「４．ある程度あてはまる」と

「５．非常に当てはまる」の割合

合計 

 
34.3% 

（R7） 

40.0％ 

（R11） 

 

 

 

 

 

５－１ 学校教育の推進 該当する 
SDGs のゴール 
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【施策推進の背景】 
 

教育の充実 

●小学校の生徒数の減少が続いており、今後の単式学級の維持が重要です。 

●少人数教育の特性を生かし、児童一人ひとりの理解度や特性、思いに寄り添ったきめ

細かな指導が行われています。 

●子どもが自分の考えを、自信をもって表現し、子ども未来カフェの実施により、対話

や議論を通して学びを深める力が育っており、表現力・コミュニケーション力の高さ

が外部有識者からも評価されています。 

●豊かな自然環境を活用した体験的な学びにより、五感を使った実感のある学習や、学

ぶ楽しさを実感できる教育が展開されています。 

●学校と地域住民との関係が密接で、世代を超えた交流や地域による見守りの中で、安

心して学び育つ教育環境が形成されています。 

●小規模校の特性を生かし、教職員同士が日常的に相談・連携するチームとしての教育

実践が機能しています。 

●教職員の挑戦や工夫を尊重する職場風土があり、主体的な教育改善や教育実践の質の

向上につながっています。 

●教育委員会と学校現場との距離が近く、施設整備や教育環境の改善、個別配慮が必要

な事項への対応に努めています。 

●小規模であることを制約ではなく価値として捉え、外部人材の活用や新たな教育実践

にも柔軟に取り組める基盤があります。 

●令和７年度から保育所の所管が教育委員会に一元化されたことにより、保育所と小学

校の連携が強化され、保小接続や小 1 ギャップの解消に向けた継続的な取組が進んで

います。 

●農山村親子留学の推進により、多様な背景や価値観をもつ子どもや家庭との出会いが

生まれ、学びの多様性と地域の活力が高まっています。 

●西部三村の小学校との交流事業を継続しています。 

 

 

【課題１：小学生教育の強化】 

●昭和49年度以降、児童・生徒の確保を目指し「過疎対策制度」を実施するとともに、

複式学級解消のため、村費講師を補充することにより単式学級を維持してきたが、全

国的に少子化と過疎化の進む中、中学校は平成23年４月から阿智中学校へ業務委託に

より統合し、小学校１校となっており、複式学級の実施や、支援教員の配置、令和４

年度から実施している親子留学制度による児童の確保等、小学校児童の減少をいかに

食い止めるかが最も深刻な問題です。 

●学校施設については、学校給食の充実のため、設備更新及び特別教室棟と併せて老朽

化に伴う維持修繕が必要となっています。 

●村出身者とのネットワークの形成について、どういった情報等を形成していくのかの

検討が必要です。 

●今後の急速な教育改革に伴い、社会変化に対応できる「学校力」が問われており、こ

れまで以上に家庭や地域と密接な連携を図りながら、村づくりの根本は人づくりであ

るとの理念を持って、特色ある学校、開かれた学校づくりへの取組が求められていま

す。 

●学校施設については、本校舎が平成27年度に改築がされたが、周辺の関連施設や附帯

設備の改修・維持修繕が必要です。 



- 108 - 

●村内の様々な文化財等について学習することにより、郷土に愛着を持つ心を培います。

また、文化財に関する情報・研究成果等の資料を積極的に提供します。学校では総合

学習で、テーマ（観光名称・産業・地域の宝等）を決めて、地域を巡り郷土について

学びます。 

●保育所での「遊びを通した学び」から、小学校での「教科的学び」への円滑な接続の

ために、保育所・学校・保護者が相互に理解を深め、「生きる力」を育む連続的な育

ちを目指しています。 

●一人ひとりの学習進度や能力・関心等に応じ、学びをより深めていく授業改善の視点

とＩＣＴ活用を具体的に関連づけた授業づくりに努めています。 

●自ら問いを見いだし、その解決を目指して、仲間と関わりながら追求したり、教科学

習で「主体的・対話的で深い学び」をさらに推進することを通して、社会的に自立し

た人間の育成を目指しています。その中で、分かる授業を創造し、楽しい学校づくり

に努めています。 

●ひらひら平谷での放課後学習支援は好評ですが、放課後学習支援でのスタッフの確保

と児童生徒の増加対策が課題となっています。 

 

 

●地理的条件により中学校は阿智村への越境通学が生じているため、通学時間の長時間

化により、子どもの教育環境が損なわれることがないよう、通学支援を実施し、通学

ストレスを軽減するとともに、保護者の負担を減らし、豊かな人格形成を支援します。 

●今後の急速な教育改革に伴い、社会変化に対応できる「学校力」が問われており、村

づくりの根本は人づくりである理念を持って、特色ある学校、開かれた学校づくりへ

の取組が求められています。 

●今後、児童・生徒の増加については、村の人口増加対策、親子留学制度の取組によっ

て、児童生徒の増加を図ります。少人数学級のメリットを生かした学習の個別化、支

援教員採用により学力の向上に努め、少人数の弊害については隣村との合同学習や他

校との交流によって解消に努める。特に小学校高学年については阿智村立小・中学校

との交流を図り、中学校への入学がスムーズに行けるよう環境づくりに努める。 

●学校施設については、学校給食の充実のための設備更新及び特別教室棟と合わせて老

朽化に伴う維持修繕が必要です。 

●村を取り巻く社会・自然条件や歴史的資源、将来構想等の地域教材を積極的に活用し

て、郷土に愛着と誇りを持ち、地域の次代を担う子どもたちを育てます。 

●子どもたちが、社会人として自立していく基礎となる力を育てるためのキャリア教育

を進めます。また、情報処理能力の習得、国際理解教育、環境教育等、時代の変化に

適切に対応した教育を推進します。 

●健やかな心身を育む教育を推進します。 

●ひらひら平谷での放課後学習支援でのスタッフの確保と児童生徒の増加対策について

検討します。 

 

 

【課題２：中高生への支援】 

●村内中・高生を対象にした居場所づくり（ひらひら平谷）については、居場所の開所

時間は限定的です。 

●ひらひら平谷は、スタッフは地域おこし協力隊に運営を依存しており、安定したスタ

ッフ確保が課題となっています。 

●通信制の学校への通学が増加傾向となり、通信制学校への補助等を検討する必要があ
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ります。 

●学校施設、特に調理場の老朽化、特別教室等の今後の利用について検討が必要です。 

 

 

●ひらひら平谷は、中高生の意見を取り入れながら、地域の仲間とつながり、挑戦でき

るユースセンター機能を強化します。 

●ひらひら平谷の運営人材の確保について検討します。 

●現状の図書室では利用者はほぼいないため、改善を図ります。 
 

 

【施策の方向性】 

 

①村出身者とのネットワークの形成 

 

② 学習機会の充実 

・「郷土を知る」授業の実施 

・ＩＣＴ教育の推進 

・子どもたちの伝統行事への参加と存続 

・村行事への協力、盛り上げる団体の育成 

・伝統行事、イベント等のデジタルアーカイブ 

 

③ 通学の利便性等の向上 

 

④ 図書館の充実 

 

⑤ 他学校との交流事業 

・他学校との交流事業 

 

⑥学校施設の維持修繕 

 

ＤＸの導入・構築 ●小学校教育におけるＩＣＴツールの導入 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●２－３－③ ：ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の育成 

●４－１－③ ：郷土への愛着や誇りを育む  
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●ライフスタイルの多様化や高齢化・余暇時間の拡大により、住民の学習に対する意欲

は確実に高まっている中で、生きがいを持って充実した人生を送れるように、一人ひ

とりの学習意欲を支援し生涯にわたって学べる環境を整備します。 

●村の温泉プール、スキー場、管理釣場、ゴルフ場等の地域資源が、子どもから大人ま

でが参加できる体験的な学びの場として活用され、自然や地域に親しむ機会の創出に

つながっています。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
ＩＣＴ教室の実施回数 

年７回 

（R1） 

年 10 回 

(R6) 

年 12 回 

(R11) 

 

 

【施策推進の背景】 
 

社会教育と生涯教育の推進体制 

●少子化・高齢化が進む本村にあっては、どうしたら健康で文化的な生活を営むことが

できるかを追求し、住民の文化・スポーツ活動を盛んにするとともに、生活の向上を

図り、安心して長寿を全うできる環境づくりが必要です。 

●人生プランの設定をアドバイスするとともに、互いに協力して学習する場を設ける必

要があります。 

●ライフスタイルの多様化や高齢化・余暇時間の拡大により、住民の学習に対する意欲

は確実に高まっている中で、生きがいを持って充実した人生を送れるように、一人ひ

とりの学習意欲を支援し生涯にわたって学べる環境の整備が必要となっています。 

 

【課題１：リーダー育成の方策】 

●リーダー育成講座の実施（ドリームマップ等）について、好評で参加者はあるものの、

固定化しています。 

●移住者の増加により、村民のニーズが多様化してきています。人口が減少していく中

で、多様化しているニーズにどのように応えていくかの検討が必要です。 

●ひらひら平谷による放課後学習支援の人材の確保が必要です。また児童生徒の増加対

策が必要です。 

●生涯学習推進体制の整備については、何をすべきかが決まっていないため、対応が必

要です。また、社会教育施設の充実における運営サイドの人材確保が必要です。 

●親子留学により転入してきた家族と地域住民との交流については、地域住民の協力が

必要です。 

●過疎化の中で少子化・高齢化が進む本村にあっては、どうしたら健康で文化的な生活

を営むことができるかを追求し、住民の文化・スポーツ活動を盛んにするとともに、

５－２ 社会教育と⽣涯学習の推進 該当する 
SDGs のゴール 
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生活の向上を図り、安心して長寿を全うできる環境づくりが必要です。人生プランの

設定をアドバイスするとともに、互いに協力して学習する場を設ける必要があります。 

●村民が自主的に学習できる施設としての各種公共施設、学校施設の開放、スキー場及

び温泉施設プールの利用を進めながら、照明施設等の利用環境の改善を図るとともに

学習のアドバイザーとしての適切な人材配置が重要です。 

 

 

●住民の要求に基づく独自の生涯学習の体系化（カリキュラム化）を図ります。文化・

教養的内容にとどまらず、暮らしや仕事等住民の日常生活のあらゆる場面から学習の

テーマを設定し、学習集団・サークルの育成を図ります。活動を進める中でリーダー

の育成も併せて行います。 

●文化祭・村民運動会等公民館行事は少子高齢化により参加者も減り運営が難しくなっ

ていますが、一人でも多くの村民が参加できるような内容を考えて実施していきます。

学級講座等は学校に完成した生態系観察の庭（ビオトープ）等利用し内容を充実させ

ます。 

●生涯学習は、どこでも学習の機会はあたえられなければなりません。村では、生活学

習の拠点としての平谷村合同庁舎、資料館があり、この運営と機能の充実を図り、学

社連携から新校舎を開放し地域の住民との触れ合いの場として利用を進めます。また、

役場職員や村内に活動する有識者、専門技術者を積極的に組織して、多様な学習テー

マに応じられる講師集団を養成し、生涯学習の機会を提供します。 

●体育指導委員が中心となり、若者から高齢者まで楽しめるスポーツやレクリエーショ

ンの開拓、普及をはかりスポーツを通じて村民の交流の場をつくるとともに、村のス

ポーツ拠点である総合グランドの充実のため照明施設設備をはじめ、老朽による体育

施設等維持修繕により利用促進の向上を図り、健康づくりの活力となるよう村民一体

となってスポーツの振興を図ります。 

●平谷歌舞伎の継承活動を通じて、地域の歴史や文化を次世代へ伝える取組が行われ、

郷土への誇りや文化理解を育む学びの機会となっています。 

●保育所・小学校と地域住民が一体となって行う運動会等の行事を通じて、日常的な交

流や顔の見える関係づくりが進められています。 

●学校行事や地域行事を通して、子どもと大人がともに学び、支え合う関係性が育まれ

ています。 

●地域おこし協力隊が主催する季節ごとのイベントにより、多世代が集い、自然な形で

交流が生まれる機会が継続的に創出されています。 

●地域資源の活用、文化活動、住民主体の取組が相互に連動し、学び・健康・交流を一

体的に推進できる社会教育の基盤が形成されています。 

●親子留学保護者や移住者等、新たに入村した村外の人々が、平谷の魅力の発掘や文

化・伝統の継承に主体的に関わっています。 

●新たな住民が中心となり、公民館活動が活発化する等、地域の学びや交流の広がりが

見られます。 

●地域の歴史や伝統文化について学ぶ機会を充実させ、住民が地域に関する理解を深め、

愛着を持てるよう、郷土学習の推進に取り組みます。 

●幼児教育、学校教育、社会教育の連携・融合を図り、幼児から高齢者までの生涯を通

した学習を推進します。 

●公民館分館の活発な活動を推進し、地域での連帯を醸成します。また、公民館登録グ

ループ等の自主活動を支援し、学習意欲の啓発に努めます。 
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【施策の方向性】 

 

① リーダー育成 

 

②  学習機会の充実 

・「郷土を知る」授業の実施 

・健康に関する講演会等の開催 

 

③生涯学習推進体制の整備 

 

④  社会教育施設の充実 

・遊休施設等の利活用検討会の実施 

・公共施設等総合管理計画（個別計画）の策定 

 

ＤＸの導入・構築 ●特になし 

 

 

【関連計画】 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●２－３－③： ＩＣＴを活用したたくましく心豊かなふるさと人材の育成 

●４－１－④ ：村民の元気づくり 

●４－１－⑤ ：公共施設等の利活用と整備の推進 
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６．効率的な行財政運営と協働の村づくり 

 

 

 

 

 

【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●近年、実質公債費比率を低下させており、今後も財政の健全を維持しながら生産年齢

人口の確保や観光事業を長期的な視野に立って、「ものづくり産業・商業・観光産業

等」の支援と開発事業・産業振興に軸足をおいて財政力に見合った投資効果の高い施

策を推進し、着実な財政運営を行なっていきます。 

●近年の目まぐるしい経済環境の動向を注視しつつ、必要に応じて柔軟に対応し、効率

的で効果を広く発揮する行財政運営に努めます。 

●行財政改革の主な方策は、デジタル化推進（ＤＸ）による業務効率化とサービス向上、

歳出削減と歳入確保、組織・業務の見直し、住民参加と透明化持続可能な財政基盤の

強化等で、これらを組み合わせ、人口減少・高齢化に対応しつつ、質を維持・向上さ

せることを目指します。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
移住・定住希望者の問合せ件数 

13 件 

（H27～R1）

95 件 

（R2～R6） 

100 件 

(R7～R11) 

アンケート 

（新規） 

問４ あなたは医療機関の利用、日常の

買い物、普段の金融機関・郵便局等の利

用に関してどのように感じていますか、

⑤行政サービスの「１．不便・不満は感

じていない」と「２．多少の不便・不満

は感じているが、困るほどではない」の

割合合計 

52.0% 

（R1） 

65.7% 

（R7） 

70.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問29．生活環境に関する次の項目につい

て、あなたのお考えに当てはまるものを

選んでください。（14）行政は地域のこ

とを真剣に考えていると思う、の「４．

ある程度あてはまる」と「５．非常に当

てはまる」の割合合計 

 
15.7% 

（R7） 

20.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問29．生活環境に関する次の項目につい

て、あなたのお考えに当てはまるものを

選んでください。（15）公共施設は使い

勝手がよく便利である、の「４．ある程

度あてはまる」と「５．非常に当てはま

る」の割合合計 

 
10.7% 

（R7） 

15.0％ 

（R11） 

Well-being 

（新規） 

問29．生活環境に関する次の項目につい

て、あなたのお考えに当てはまるものを

選んでください。（16）行政サービスの

デジタル化が進んでいる、の「４．ある

 
5.9% 

（R7） 

10.0％ 

（R11） 

６－１ ⾏財政計画 該当する 
SDGs のゴール 
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程度あてはまる」と「５．非常に当ては

まる」の割合合計 

 

 

【施策推進の背景】 
 

行政の改善 

●今後も緊縮財政のもとでの行政運営が必要になりますが、行財政改革の推進等により、

行政サービスの水準を低下させることのないよう、効率的な財政運営を推進する必要

があります。 

●行財政改革の推進においては、費用対効果の検証、セキュリティ対策・導入時・導入

後のコストが増加、専門分野への職員の配置・人材育成、公共の利益やサービスの質

が損なわれないよう慎重な判断が求められます。 

 

【課題１：行政面の改善】 

●人口規模が小さい本村では、行政組織の規模も小さいため、役場職員数は18人と少な

く、多くの仕事を兼務で担当しています。特に近年住民の行政に対するニーズが多様

化・複雑化し、職員一人ひとりにかかる負担が増加しています。住民ニーズへの対応

力の向上や、職員の企画立案能力・専門能力の向上等の人材の育成を推進し、効率的

な役場組織を構築することが引き続き求められています。 

●少人数の中で、ワークライフバランスを実現するための人事管理や職員配置の見直し

が必要です。 

●急激な人口減少社会に突入し、担い手不足が急速に深刻化する中で、自治体ＤＸ整備

により質の高い行政サービスを提供する必要がありますが、デジタル人材の確保・育

成や運用経費の増加も見込まれ財政運営が逼迫するおそれがあります。 

●様々な分野でのＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用により、政府の進める Society 5.0 

社会の実現に向けた実装が始まっています。本村においても行政の効率化及び住民サ

ービスの向上のために、ＤＸの推進、ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用を検討する必

要があります。 

 

 

●行政手続、証明書発行等が電子申請により可能となるような環境を構築します。また

内部事務についてもＤＸ化を進めます。 

●移住者及び移住希望者への就労や生活相談がワンストップで支援できる体制の構築を

検討します。 

●Ｕ・Ｉターン者の定住を図るため、定住促進住宅の整備、若者等定住促進団地の造成

を進めるとともに、村内に点在する空き家住宅の提供を促し、提供して頂ける物件に

ついては、移住者用住宅へのリフォームやリノベーションを行い、平谷村過疎対策制

度を活用して、都市住民との交流、移住・定住を進めます。また空き家対策として取

壊し・改修・片付け等の費用について補助金等の検討を行います。 

●「ひらや村親子できままに移住体験ツアー」等を活用し、村の良さを体感してもらう

等の施策をとって、移住・定住を促進します。 

●職員研修の柱となる、職場研修・職場外研修・自己啓発を、内容に応じて効果的に組

み合わせ、総合的な能力開発が行われるよう研修を実施します。 

●一人ひとりがモチベーションを高め、質の高い仕事ができるよう、人材を育成します。 

●村広報誌だけでなく、時代に合わせたあらゆる媒体（ホームページ、ＣＡＴＶ、防災
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行政アプリ、ＳＮＳ等）を活用し、村民に行政情報を提供します。また、ＳＮＳを利

活用し、村と村民との情報共有及びコミュニケーションの円滑化を推進するとともに、

デジタルプロモーションによる定住人口、交流人口、関係人口の増加を図ります。 

●移住定住対策事業を行うに当たり、引き続き移住コーディネーター事業の活用や、地

域おこし協力隊や集落支援員等の外部人材を活用します。 

●デジタル人材の確保・育成や運用経費の増加を見込みます。また、保健師・保育士等

の専門職の職員については、県・広域連合・西部ブロックで連携する中で、県からの

派遣や共同試験の実施により人材を確保する。 
 

財政の改善 

●本村は財政力が弱く、歳入に占める村税収入は令和６年度で 5.50％です。従って地方

交付税、地方債、国県支出金に財源の大部分を依存しており、公共事業は、起債によ

るところが多くなっています。 

●活力ある村づくりは、一方で健全な財政運営が必要です。当村は財政力が弱く歳入に

占める村税収入は６～９％の間で推移しています。従って、村財政は地方交付税、地

方債、国県支出金に財源の大部分を依存しており、特に公共事業は起債発行が多く借

入額は増加しています。 

 

【課題１：財政改革】 

●地方財政の極めて厳しい現状から、行財政改革は不可欠であり、行政と住民の意識改

革や役割分担の見直し等、新しい仕組みを構築していくことが必要です。 

●第三セクターの使用料を物価高騰等対策の支援として削減していますが、今後の経

営・計画を適切に判断し第三セクターの見直しや収入額を適切に見込む必要がありま

す。 

●本村では、健全な財政運営に努め、産業振興、定住促進のため、観光施設等を中心に

整備を進め、大規模な観光事業を推進してきました。今後は、こうした施設の経営強

化を図りながら、管理運営方法について検討をする必要があります。 

●公共施設等の整備・更新時期を迎えることによって、多額の更新費が見込まれます。

また、公共施設等を適切に維持管理・運営するためにも多くの費用が必要です。 

 

 

 

●公共施設の老朽化、自然災害により財政運営が逼迫するおそれがあります。 

●村ならではのふるさと納税返礼品を充実させ、情報発信の強化、販路の拡大を図りま

す。 

●村が行う施策・事務事業の評価を毎年度行い、村民・有識者で構成される地方創生有

識者会議の意見を取り入れることで、施策を改善していきます。 

●公共施設の運営に当たっては民間のノウハウを活用するため指定管理者制度を積極的

に導入します。また、「公共施設等総合管理計画」に基づき公共施設の更新、長寿命

化、統廃合等を実施します 

●関係機関と連携し、返礼品として高品質な農産物、商品の数量を確保することで、現

在の寄附額を維持します。 

●国・県補助事業や交付税措置のある有利な起債を有効に活用し、特定財源の確保を図

ります。 

●広域で連携して対処すべき課題は、飯田下伊那郡14市町村で構成される南信州広域連

合、飯田市を中心市とする定住自立圏形成協定の枠組みを活用し、協調して取り組ん
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でいきます。 

●公共施設全体の延床面積を、村の人口や人口構成の変化、費やせる財源等に沿って適

切に調整します。公共施設に期待する住民ニーズは、社会経済状況や時間の経過によ

って変化する場合があります。この場合、建物を支える耐久性の高い構造躯体を活用

しつつ、内装のみを改修する「用途（機能）転用」や一棟の建物に複数の機能を盛り

込む「複合化」によって、住民ニーズの変化に対応し、既存の公共施設の有効活用に

努めます。 

●基幹系システム・戸籍システムの標準化については、共同化等で実施し経費抑制を図

ります。今後必要に応じて機器更新を行い、セキュリティ対策、業務のマニュアル化、

研修等を実施し適正な職員採用・配置を行います。ＤＸの推進等については、自治振

興組合・飯伊ＩＣＴ環境整備利活用研究会等の会議・研究会に参加し、「文書管理・

電子決裁システム」「フロントヤードデジタル化」「窓口における対面業務の軽減と

収納率の向上を図るため、キャッシュレス決済システム」等共同で導入できるシステ

ム等の費用対効果を分析しながら、経費の削減と導入の検討を図ります。また、ＩＣ

Ｔ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用についても、買い物や交通弱者への対応、遠隔医療によ

る安心の確保等に対し、自動運転、ドローンの活用、キャッシュレス化等を検討しま

す。 

 

 

【施策の方向性】 

 

① 行財政改革の推進 

・関係人口の創出につながる情報発信 

・移住・定住促進のための情報発信 

・総合的な相談窓口の設置 

・地域おこし協力隊・集落支援員による地域振興 

 

②  財政運営の効率化 

・就労奨励金 

・家屋新築補助金 

・空き家取得改修等補助金 

・農山村親子留学補助金 

 

③ 職員の資質の向上 

 

ＤＸの導入・構築 

●ＲＰＡによる事務自動化 

●テレワーク推進のためのペーパーレス化・システム共通化 

●ＡＩによる問合せ対応（チャットボット） 

●行政手続き申請のオンライン化（マイナンバーカード活用） 

●ドローンや IoT を活用した地域課題解決（生活習慣病対策

等） 
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【関連計画】 

●平谷村まち・ひと・しごと創生推進計画（地域再生計画） 

●平谷村公共施設等総合管理計画 

●平谷村過疎地域持続的発展計画 

●第三セクター等経営健全化方針 

 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●１－１－①：結婚に向けたサポートと自然あふれる定住の情報発信 

●２－１－①：移住・定住につながる関係人口の増大 

●４－１－⑤ ：公共施設等の利活用と整備の推進 

●４－１－⑥ ：地域連携による経済・生活圏の形成 

●４－１－⑦ ：ＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴ技術の活用 
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【５年後・10 年後に目指す姿】 

 

●住民と行政が一体となって村づくりを進めるため、積極的に村づくりに参加できる機

会づくりを推進するとともに、質の高い情報の公開や広報の充実をすることで、問題

解決への意識の共有化を図り、さまざまなコミュニティ活動、自治会への支援により、

協働の村づくりを推進します。 

●人口減少や少子化に伴い顕在化する、地域や公共サービスの課題を外部の多様な主体

と協力し合う体制を構築、運用します。 
 

【成果指標】 

種別 指標 前回値 
基準値 

（現状値） 
目標値 

統計 

（継続） 
自治会在り方検討会（仮称） 

０回 

（R1） 

０回 

（R2～R6） 

５回 

(R7～R11) 

統計 

（継続） 
成婚数 

４組 

(H27～R1) 

５組 

(R2～R6) 

６組 

(R7～R11) 

 

 

【施策推進の背景】 
 

村の経営戦略 

●国は、2025 年末に「地方創生に関する総合戦略～これまでの地方創生の取組のフォロ

ーアップと推進戦略～」を発表し、人口減少の状況下での地方創生に取り組んでいま

すが、政策の実現のためには、我々地方が自主性、独自性を最大限に発揮しそれぞれ

の課題に応じた対策に取り組む必要があります。 

●村内には地域コミュニティの主体となる自治会が10地区あり、集落のほとんどが国道

153 号線と 418 号線の交差する中心部に形成されています。その他の集落も多くが２

路線沿いにあり、３世帯の集落から39世帯の集落と世帯数に差はありますが、村中心

部から４km 範囲内にあります。 

●問題点の解決策を行政任せにするのではなく、ともに考え、ともに解決する、自分た

ちの地域は自分たちで守り、育てていくという「自律」への発想の転換を促す必要が

あります。 

 

【課題１：自治会運営】 

●自治会の再編も視野に入れながら、行政と地域のパイプ役となる自治会組織の運営、

活動の継続、集会所は建設してから 45～48 年が経過していることから、集会所の活

用状況や必要性等を再検証し、集会所の数や規模、他目的（避難所）施設と併用して

の建設等も含め早急に取り組む必要があります。 

●高齢化が進み、支えを必要とする人が増加する一方で、支え手となる地域住民も高齢

化しており、活動の担い手が不足しています。 

●各集落とも過疎化の進行の結果、多くの空き家が存在しますが、所有者が老後の帰村、

６－２ 協働・連携による 
豊かな村づくり 

該当する 
SDGs のゴール 
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盆暮れの帰省に備えて、資産として手放さないのが実情でその有効活用に至っていな

いのが現状です。また、高齢化と人口減少により自治会内の担い手が不足し、自治会

機能が低下傾向にあり、今後自治会の再編等を協議する必要があります。 

 

 

●自治会内で解決できない問題や大規模な修繕等についての検討を行います。 

●集会所周辺の整備はできていますが、地区により人口に差があり、対応できることに

差があります。 

●ボランティアやＮＰＯの住民主体の活動が推進されるか不透明です。 

●集会所の維持・建て替え、自治会組織の運営・活動の継続・再編の検証を検討します。 

●集落を単位として街灯の設置、交通安全対策、道路・河川美化、村おこし等に積極的

に住民参画できるように努め、創意工夫による住居環境整備を推進します。 

●令和４年３月に各自治会からの自治会再編成についてのアンケートを実施し、賛成２、

反対６、その他１自治会でした。議会での協議も行った結果、自治会の再編は検討し

ていません。 

 

 

【課題２：地域間の交流拡大】 

●現在、地域交流として、矢作川で結ぶ愛知県 9 市 1 町・岐阜県 1 市・長野県 2 村で構

成する「(財)矢作川水源基金」の事業をはじめ矢作川沿岸水質保全対策協議会、矢作

川水質汚濁対策連絡協議会、平成 22 年 8 月に設立された「矢作川流域圏懇談会」を通

して、定期的に会議・シンポジウム・イベント交流が行われています。矢作川上下流

域での、自治体や団体、企業間での積極的な交流の拡大が当地域の活力には必要です。 

●都市部へ人口が流出した過去の経過から、愛知県内に生活する村出身者による「あい

ち平谷村人会」と関東地区に生活する村出身者による「関東在住平谷会」があり、両

組織とも、村との交流が深く、村の発展、観光面での協力、農産物等の販路拡大、村

在住後継者の問題等について懇談しています。 

●今後もこの交流を深め、農山村の魅力を都市部へ発信すると同時に、流域としての各

種活動・交流が必要です。 

 

 

●公共施設の維持管理・運営において指定管理者制度を活用し、公共施設の機能や役割

に応じて、民間企業や自治会等、多様な主体の利点を活かし、協働で推進します。 

●矢作川を通じた上下流域の交流、村人会との交流については、今ある交流を深め積極

的に推進します。併せて、農山村の自然、風土や山村体験施設等の地域資源をＰＲし、

自治体、企業等と連携し地域資源の活用を進めます。また、農山村の魅力を活かし、

地域資源を活用するグリーンツーリズム等により、都市と農山村の交流を深め、持続

性のある活動を行います。 

 

【課題３：成婚数の増加】 

●平谷村の人口維持と、将来にわたり村内の事業を支えるため、村内での成婚と継続し

た居住を増やすことが課題となっています。なお、アンケートでは、独身の住民限定

でお聞きした「地域・企業・村が力を入れるべき結婚を支援する取組として、何が重

要か」という設問において、「経済的に安定した雇用環境の創出」及び「結婚や住ま

いに対して資金貸与や補助を行う」、そして「必要ない」の回答が上位となっていま

す。 
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●結婚を望む独身男女に対して、婚活イベント（他地域含む）の情報提供・発信、参加

等、成婚への支援を行います。 

●結婚祝い金制度を準備しています。 

 

 

【施策の方向性】 

 

① 【自助】自分でできることは自分でやる 

・健康づくりに努める 

・介護者にならないように努める 

・観光資源を大切にする 

・ごみを出さない暮らしに努める 

・隣近所でお互いを助け合う 

・自分の知識を地元に還元していく 

 

② 【共助】地域でできることは地域でやる 

・自治会内道路の維持補修・除雪 

・自治会内農業水路等の維持補修 

・林内作業道（路）の維持補修 

・自治会内の環境美化・景観整備活動 

・自治会集会施設の維持管理 

・消防・防災・防犯・交通安全の推進 

 

③ 【公助】自助、共助でできないことを行政がサポートする 

・自治組織の基盤を強化するため自治会の再編等を協議し、人的支援として自治会担

当職員制度（各自治会２名）の充実について検討します。 

・村は、結婚を望む独身男女を支援するため、出会いの機会の創出と経済的支援策の

実施に努めます。 

・村は、様々な情報提供と、情報収集に努め、ボランティアやＮＰＯの住民主体の活

動を支援する環境整備に努めます。 

 

 

ＤＸの導入・構築 ●特になし 

 

 

【関連計画】 

●全計画 

 

【組み入れる総合戦略指標】 

●１－１－① ：結婚に向けたサポートと自然あふれる定住の情報発信 

●４－１－① ：自治会の充実や体制の強化 

●４－１－⑥： 地域連携による経済・生活圏の形成 
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（６）ＳＤＧｓについて 

2015 年の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、

「Sustainable Development Goals」の略で、国際社会における 17 の共通目標です。

令和 12 年（2030 年）までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標です。 

経済・社会・環境の課題を統合的に解決することを目指す ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）への取組であり、この目標は、17 のゴール・169 のターゲットから構成され、

地球上の「誰⼀人取り残さない」ことを誓うもので、政府が定めた「持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）実施指針」（2016 年 12⽉）においては、地方自治体の各種計画に ＳＤ

Ｇｓの要素を最大限反映させることが奨励されています。 

平谷村においても、国の実施指針に基づき、各種計画に掲げる施策にＳＤＧｓの要素

を関連づけ、誰一人取り残さない社会の実現を目指し、持続可能なまちづくりに向けた

取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●17 のゴール 

目標 アイコン 題目 

目標１ 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標２ 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農

業を促進する 

目標３ 

 

あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 
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目標４ 

 

全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会

を促進する 

目標５ 

 

ジェンダー平等を達成し、全ての女性及び女児の能力強化を行う 

目標６ 

 

全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

目標７ 

 

全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへの

アクセスを確保する 

目標８ 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的な雇

用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進

する 

目標９ 

 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化

の促進及びイノベーションの推進を図る 

目標10 

 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標11 

 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居

住を実現する 

目標12 

 

持続可能な生産消費形態を確保する 

目標13 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標14 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利

用する 

目標15 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の

経営、砂漠化への対処、並びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様

性の損失を阻止する 

目標16 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての人々に

司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責

任のある包摂的な制度を構築する 

目標17 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナー

シップを活性化する 
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付属資料 
 

 

 

 

 

１．平⾕村総合計画・総合戦略策定有識者会議委員名簿 

２．平⾕村総合計画・総合戦略の策定経過 

３．第２期平⾕村総合戦略における重要業績評価指標の結果 

４．施策担当課 
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１．平谷村総合計画・総合戦略策定有識者会議委員名簿 

 

ｶﾃｺﾞﾘｰ 団体 役職 名前 

産 平谷村農業委員会  会長 小林 雄介 

官 

平谷村議会  議長 宮澤 茂樹 

平谷村議会  副議長 川上 明利 

平谷村議会  総務常任委員長 齋藤 政俊 

平谷村議会  産業建設常任委員長 小池 一広 

学 

平谷小学校  校長 保坂 尚貴 

6 年生代表  保護者 高見 英章 

金 

みなみ信州農協  阿智事業所長 三浦 洋子 

平谷郵便局  局長 長谷部 圭治 

労 平谷村商工会  会長 西川 盛夫 

そ
の
他 

住民代表  ＵＩＪターン者 渡邉 一之 

平谷村  副村長 塚田 浩 

平谷村教育委員会  教育長 鬼頭 さおり 

平谷村役場  住民課長 塚田 伸治 

平谷村役場  産業建設課長 相田 一弘 

平谷村教育委員会  次長 原 竜二 

顧
問 

平谷村長   西川 清海 

事
務
局 

総務課長 村松 啓伸 

総務課 担当 安東 孝一 
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２．平谷村第６次総合計画・総合戦略の策定経過 

 

令和７年 ２月 事務局により総合計画・総合戦略の検討開始 

 ３月 むらづくりに関するアンケートを実施 

 ５月 むらづくりに関するアンケート調査報告書作成 

 10 月８日 第１回有識者会議開催 

令和８年 １月 19 日 第２回有識者会議開催 

 
１月 23 日 

～２月６日 
パブリックコメント募集 

 ２月 10 日 第３回有識者会議開催 

 ２月 18 日 村全員協議会に上程 

 ３月 
計画を各関係機関・役場内に配付 

村ホームページにおいて公開 
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３．第２期平谷村総合戦略における重要業績評価指標の結果 
 

  重要業績評価指標 
基準値 

（現状値） 
目標値 実績値 達成率 

1-1-① 成婚数 
４組 

(H27～R1) 

５組 

(R2～R6) 
３組 60.0% 

1-1-② 子育ての環境や支援への満足度 
83.8％ 

（R1） 

85％ 

（R6） 
85.3% 100.4% 

1-1-③ 乳幼児の転出者数 
６人 

（H27～R1） 

０人 

（R2～R6） 
０人 ― 

1-2-④ 子ども・子育て会議の実施 
年０回 

（R1） 

年１回 

（R6） 
年１回 100.0% 

1-2-⑤ 
放課後子どもクラブ（学童保育）の

実施 

０施設 

（R1） 

１施設 

（R6） 
１施設 100.0% 

2-1-① 移住・定住希望者の問合せ件数 
13 件 

（H27～R1） 

20 件 

(R2～R6) 
５件 25.0% 

2-2-② 光ファイバ利用件数 
0 件 

（H27～R1） 

20 件 

(R2～R6) 
219 件 1095.0% 

2-3-③ ＩＣＴ教室の実施回数 
年７回 

（R1） 

年 12 回 

(R6) 
年 10 回 83.3% 

3-1-① ホームページの年間アクセス数 
172,422 件 

(R1) 

200,000 件 

(R6) 

46,443 件 

(村) 
23.2% 

3-1-② 
滞在人口数（観光地利用者統計「宿

泊者数」より） 

9,000 人 

（R1） 

10,000 人 

(R6) 
6,223 人 62.2% 

3-2-③ 
第一次産業への新規就業者数（もの

づくり振興条例による目標値） 

４人 

（H27～R1） 

２人 

（R2～R6） 
３人 150.0% 

3-2-④ 
第二次産業への新規就業者数（もの

づくり振興条例による目標値） 

０人 

（H27～R1） 

３人 

（R2～R6） 
２人 66.6% 

3-2-⑤ 

工業技術試験研究所・ＥＭＣ試験室

利用件数 

897 件 

（Ｈ30） 

1,200 件 

（R6） 
850 件 70.8% 

共同研究講座学位取得者数 
２件 

（Ｈ30） 

６人 

（R6） 
13 企業 216.7% 

4-1-① 自治会在り方検討会（仮称） 
０回 

（R1） 

５回 

（R2～R6） 
０回 0.0% 

4-1-② 消防団員数 
31 人 

（R1） 

35 人 

（R6） 
36 人 102.9% 

4-1-③ 平谷村アーカイブ作成 
０件 

（R1） 

１件 

（R6） 
０件 0.0% 

4-1-④ 

要介護認定率 
22.2% 

(R1) 

20% 

（R6） 
30% 66.6% 

人間ドック、脳ドックの助成者数 
８人 

（R1） 

10 人 

（R6） 
５人 50.0% 

4-1-⑤ 村営住宅建設 
４戸 

（H27～R１）

３戸 

（R1～R6） 
４戸 133.3% 

4-1-⑥ 西部コミュニティバス年間利用者 
11,000 人 

（R1） 

12,000 人 

（R6） 
8,949 人 74.6% 

4-1-⑦ ドローンを活用した実証実験回数 
０回 

（R1） 

５回 

（R2～R6） 
０回 0.0% 
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４．施策担当課 
 

中項目 小項目 担当課 関係課 

１ 未来を見据えた魅力的な「しごと」づくり 

1-1 観光振興計画 

1-1-1 観光客の一人あたりの消費額を増やす施策 産業建設課  

1-1-2 
体験型観光のメニューによる滞在型観光の

実現 
産業建設課 教育委員会 

1-1-3 景観の整備 産業建設課 教育委員会 

1-1-4 観光施設の充実 産業建設課 教育委員会 

1-1-5 魅力あるイベントの開催 産業建設課 教育委員会 

1-2 
農林水産業振

興計画 

1-2-1 農業生産者組合による組織づくり 産業建設課  

1-2-2 新品種、新規作物の導入 産業建設課  

1-2-3 
平谷村地域耕作放棄地対策協議会の活用、

推進 
産業建設課  

1-2-4 遊休農地を観光農園としての活用 産業建設課  

1-2-5 観光農園による都市住民との交流促進 産業建設課  

1-2-6 
地産地消による各種施設、学校給食等への

食材利用促進 
産業建設課 教育委員会 

1-2-7 外部体制の整備促進 産業建設課 教育委員会 

1-2-8 作業の共同化及び機械の共同利用 産業建設課  

1-2-9 
観光客、流通業者のニーズにあった作物の

生産販売 
産業建設課  

1-2-10 地域特産品の生産振興、６次産業化 産業建設課  

1-2-11 有害鳥獣対策 産業建設課  

1-2-12 農林産物の特産品の開発研究 産業建設課  

1-2-13 林業生産基盤の整備 産業建設課  

1-2-14 漁業組合の活動 産業建設課  

1-3 
商工業振興計

画 

1-3-1 
観光客向けの新規加工品やサービス提供の

ための取組を積極的に支援 
産業建設課  

1-3-2 
航空宇宙産業クラスター拠点工場等におけ

る工業の振興 
総務課 産業建設課 

1-3-3 既存事業所の安定と人材育成支援 産業建設課  

1-3-4 起業支援、新しい仕事の開発支援 産業建設課  

1-3-5 プレミアム商品券の発行 産業建設課  

1-4 
働きやすい職

場環境づくり 

1-4-1 
ワークライフバランス実現にむけた村内企

業との連携・啓発 
産業建設課 教育委員会 

1-4-2 通勤補助の検討 産業建設課  

1-4-3 資格取得支援 産業建設課  
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中項目 小項目 担当課 関係課 

 ２ 交通通信ネットワークの拡充 

2-1 
交通ネットワ

ークの充実 

2-1-1 国道 産業建設課  

2-1-2 村道・農林道 産業建設課  

2-2 
公共交通の充

実 
2-2-1 公共交通機関 総務課  

2-3 
通信環境の充

実 

2-3-1 情報通信網 総務課 住民課 

2-3-2 村公式ホームページの再構築 総務課  

2-3-3 ＩＴ企業の誘致 総務課 産業建設課 

 ３ 健康で安心して暮らせる福祉の充実 

3-1 
医療体制の充

実 

3-1-1 地域ケア会議の開催 住民課  

3-1-1 訪問医療の方法検討 住民課  

3-2 
健康づくり計

画 

3-2-1 健康づくりの支援 住民課  

3-2-2 健康づくり活用の担い手育成 住民課  

3-3 
みんなの福祉

推進 

3-3-1 総合的な福祉サービスの提供 住民課  

3-3-2 地域住民による支えあい活動の推進 住民課  

3-3-3 介護予防・生活支援の推進 住民課  

3-3-4 育児に関する各種相談の実施 住民課 教育委員会 

3-3-5 子育て支援サービス体制の充実 教育委員会 住民課 

3-3-6 障害者の社会参加支援 住民課  

 ４ 安心安全な快適環境の村づくり 

4-1 
生活環境整備

計画 

4-1-1 ごみ処理 住民課  

4-1-2 水道事業 住民課  

4-1-3 し尿・生活排水処理 住民課  

4-1-4 住宅の整備 産業建設課  

4-1-5 新エネルギーの導入 産業建設課  

4-2 
安心安全な村

づくり 

4-2-1 消防・防災 総務課  

4-2-2 防犯・交通安全 総務課  
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中項目 小項目 担当課 関係課 

 ５ むらは心豊かにする学び舎 

5-1 
学校教育の推

進 

5-1-1 村出身者とのネットワークの形成 教育委員会  

5-1-2 学習機会の充実 教育委員会  

5-1-3 通学の利便性等の向上 教育委員会  

5-1-4 図書館の充実 教育委員会  

5-1-5 他学校との交流事業 教育委員会  

5-1-6 学校施設の維持修繕 教育委員会  

5-2 
社会教育と生

涯学習の推進 

5-2-1 リーダー育成 教育委員会  

5-2-2 学習機会の充実 教育委員会  

5-2-3 生涯学習推進体制の整備 教育委員会  

5-2-4 社会教育施設の充実 教育委員会  

 ６ 効率的な行財政運営と協働の村づくり 

6-1 行財政計画 

6-1-1 行財政改革の推進 総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 

6-1-2 財政運営の効率化 総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 

6-1-3 職員の資質の向上 総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 

6-2 

協働・連携に

よる豊かな村

づくり 

6-2-1 【自助】自分でできることは自分でやる 総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 

6-2-2 【共助】地域でできることは地域でやる 総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 

6-2-3 
【公助】自助、共助でできないことを行政

がサポートする 
総務課 

住民課 

産業建設課 

教育委員会 
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